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１  問題点の所在 




























国間での現地生産から第 3 国 （米国等） への輸出又は、 日本への輸出 （生産工程間分業） を行い、


















本研究は、主に内外の大企業を対象とした 17 年度の三本松  進（2006） 「日本企業の


















































②  うまく磨き上げられた組織能力は競争優位の源泉である。 
























  本研究での東アジア・グローバル経営に関する分析の視点は、三本松  進(2006)「日本企業の
グローバル経営とイノベーション」の「グローバル経営と経営のグローバル化」 、 「海外への直接









ⅰ  国別、国（日本）の所属する地域（東アジア） 、グローバル（複数大陸以上）へと顧客・市場
獲得の空間的広がり 





②  グローバル経営に向けての分類 
これらを念頭において本研究における用語の理解と整理を以下の通りとする。   8
ⅰ国際経営 







a  人、資金、部品等の非本国化を追求する。 
b  経営人材に相手国の優秀な人材を登用し、また、マネジメント面での経営の現地化に向けて、
業務プロセスに異文化チームを活用する。 































































①  インターネット導入による変化として、次の変化が見られる。 
ⅰ  企業の WEB サイトを中心に部門間の統合が進展した。 
ⅱ  消費者に購入上の主権が移動した。 













①  地域統合によるグローバルな制度環境の変化がみられ、具体的には、NAFTA の進展、拡大 EC





(３)  中小企業の直面する経営環境の構造変化 
中小企業の直面する経営環境の構造変化について、最近の主要変化要因である以下の中小製造
業の直面する構造変化、サービス経済化の進展の２点について確認しよう。 
①  中小製造業の直面する構造変化 





東アジア諸国等との FTA,EPA 締結の動きも加速している。 このため、 日本の中小製造業としても、
世界市場の動向を把握し、内外を見据えた事業展開が必要であろう。   11








造、 販売をスピーディーに実現するため、 自社のコア技術 （コアコンピタンス） を磨くとともに、
全体の事業フレームを構築して、連携・実施していく必要があろう。 




②  サービス経済化の進展への対応 
ⅰ  製造業のサービス化 







ⅱ  流通構造の構造変化 








①  国際展開の要因別の態様 
  日本の中小製造企業の歴史的な国際展開の中で、その目的・要因を分類整理すると大きく以下
の 4 点があり、業種、企業の事情により様々である。 
ⅰ  製造工程のコストダウンを目的として進出するケース     12
現地での販路開拓は行わず、製品を日本へ持ち帰る生産工程間分業 
ⅱ  親企業の海外進出に伴い、要請を受けて進出するケース 
ⅲ  海外進出した日系企業（含む親企業）との取引を目的に自社の経営判断で進出するケース 
ⅳ  現地市場での新規顧客開拓をターゲットに進出するケース   




②  進出先の分布 
経済産業省「海外事業活動基本調査」を再編加工して、中小製造業のアジア地域での現地法人
数の 2004 年度末の状況を見ると多い順に、中国（483） 、ASEAN4(382),アジアＮＩＥs（276） 、そ
の他アジア（36）となって、中国の多さが目立っている。 
③  現地での経営リスクの認識と対応の方向 
  慣れない海外での経営には様々な困難が伴なう、経営資源に限りのある中小企業において、現
地での経営リスクへの認識の有無と対処法の巧拙が、経営上の成果を左右する。 






  良質な資材・原材料の調達が困難、資材・原材料の高騰、インフラの未整備、現地での競争激 
  化、下請け企業の集積が不十分、現地販売ネットワーク構築 













業の競争力に関する調査研究」 （2006 年 1 月）の調査結果として、以下のポイントが指摘されて
いる。 
①  回答企業全体の 50.2％が海外取引を行っており、取引先国別に見ると中国（38.7％） 、韓国
（15.1％） 、ASEAN（10.4％） 、米国（17.0％）のようになっていおり、東アジア諸国で 64.2％
を占めている。 
②  その製品の投入される相手先の事業工程の割合(%)を見ると国内企業と同様、量産用途（特定
企業向）(62.5)、製品・部品開発用途（50.0） 、試作用途（37.5） 、 量産用途 （複数向）(35.6)、

















(１)  起業家の思考プロセスと事業フレーム形成 















(２)  起業家活動の構成要素 
  以上から明らかなように、起業家活動の構成要素は、①起業家が、②起業の機会を認識し、③
フローの経営資源を調達し、④事業フレームを計画的に実現して事業化する、の 4 点であろう。 




















  拡大する事業規模に応じた経営組織を適切に設計して、柔軟な組織経営を遂行する。 
また、新規創造したビジネスモデルをスピーディーに展開して、その高度化を図る。 
ⅱ成功の条件 





③  安定期・変革期   15
  ⅰ課題 
    事業の成熟化とともに、ベンチャー企業の経営サイクルも安定期に入るが、また、この時期
でも外部環境の大きな変動に直面することが多い。 
    このような脱成熟化、また、外部環境の大きな変化に対応するため、以下の対応を取る。 
イ  円高等の外部環境の変化に対し、主に既存品について、中国、東アジア諸国で現地生産、
生産工程間分業、等を行う。 
    これに関連する、 製品供給とイノベーション上の優位性のあり方、 海外への供給チェーン、
イノベーションチェーンの展開の方向性は、９（４）②のグローバルにダイナミックな競
争力の確保と製品供給の項で説明する。 
ロ  自社としての新事業の創造、非連続な経営改革を行う。 
新たな製品コンセプトとその事業フレーム、新たなビジネスモデルの形成が必要になる。 
  ⅱ成功の条件 
    経営者は、事業領域の再定義を行い、企業内に経営上の不均衡を人為的に作り出しし、企業
を新たな発展のサイクルに乗せることを基本とする。コアの組織能力をベースにしたフローと
ストックの経営資源の再構築による第 2 の創業を行う。 
    一般に、既存事業と新事業という性質の異なる事業を有効にマネージするため、従来と異な
った組織とシステムが求められ、 社内ベンチャー、 社外ベンチャー、 合弁企業等が考えられる。 
    また、新たな事業を創造するには、上記の対応に加え、自社がコア企業となって自社のコア
技術、組織能力をベースに以下の対応をして、従来より、短時間での差別化（高付加価値化） 、
多様化した新製品の開発・供給を目指すことが有効な場合が多い。   
    17 年度から実施の中小企業庁の新連携支援事業はこの動きを安定的に加速化するための支
援政策と言えよう。 
ⅰ  大学との産学連携の活用 
不足する新技術シーズの研究による確保 





    さらに、産学連携、企業間連携での技術上の連携の態様として、①補完型（自社の技術シー
ズの完成度を高めるためのパーツを補うタイプ） 、 ②展開型 （自社の技術資産の弱みを補完して
発展的に融合化するタイプ） 、③創造型（自社の技術資産が乏しいとき、新規の技術シーズを取
り込み新分野を開拓するタイプ） 、が考えられる。 
    いずれにしても、以上のような新しい連携を上手く行い事業を成功に導くためには、コア企
業として、新製品開発に必要な技術シーズ全般に亘る理解及びこのイノベーションチェーン全
体としてのビジネスモデル創造の理解と成功への強い情熱、リーダーシップが必要である。   16
    また、事業の進展により、各連携参加者間での利益・コスト・知財の配分ルールの明確化等
の対応が必要になる。 
6  企業成長と経営組織の設計 






























































































    －システムＬＳＩ、等の半導体の研究開発において必要な要素技術を内外で探索・連結・融 















   「見える化」 のポイントは、 計画達成のためのPDCAに加え、 問題解決のためのP(問題発見)D(見
える化)C(問題解決)A(確認)のダブルループの実行・達成であろう。 
    －日、米、欧の自動車メーカーのリーン生産方式等によるグローバルなオペレーション改善 

































すための暗黙知的な技術、スキルの集合体である」 （  例：シャープの薄型ディスプレイ技術、Ｓ











ⅰ  市場での競争的環境、利用可能な科学的知識・技術が変化する状況下で、 
ⅱ  市場に存在する現在と未来の各顧客のニーズを見抜いて、 
ⅲ  企業内部の時間をかけて蓄積された技術的資産（追加開発含む。 ）と 
ⅳ  産学連携による大学からの科学的知識、関連企業、等に存在する技術を探索し、取り込んで
創造した補完的技術資産とを融合させ創造して、 
ⅴ  必要な要素技術を満たした製品コンセプトデザインを開発する。 
ⅵ  その後、適切な製品デザイン開発、試作テストを実施。 
ⅶ  さらに、プロセスデザイン開発を実施して新生産ラインを作って生産し、 
ⅷ  これらにより、差別化され、多様化した競争力のある新商品・サービスを、迅速に市場に投
入して、事業化に成功する。 
  また、経営トップのチェーンのマネジメントの目的と判断基準は以下の通りであろう。 
（マネジメントの目的と判断基準） 
このチェーン全体を、市場ニーズの反映と技術進歩の反映の両方からマネジメントして、 
ⅰ  可能な産学連携、事業連携,等を行うことにより内外の価値ある技術アイデアを獲得し、 




して、事業化に成功することを目指す。   21



























（  例：日本の電機産業のプラズマ、液晶テレビの研究、開発、新製品供給上の優位性、等  ） 
（３） 供給チェーン 



















最近では、 企業は、 この幅の広い供給チェーンについて、 ＩＴを活用し、 部品供給企業と自社、
流通企業、顧客との間で、製品の顧客までの「商流」 （受発注契約の流れ） 、 「物流」 （顧客までの
物の流れ） 、 「金流」 （キャッシュフロー）を、リアルタイムの「情報流」にきめ細かく関連付け




②  「製品供給上の優位性」の形成 






更にはグローバルな優位性を示すレベルにある「製品供給上の優位性」を形成する。   
（  例：日本の自動車産業の生産プロセス上の優位性、等  ） 
（４） グローバルにダイナミックな競争力の確保 
①  ダイナミックな競争力の確保 
以上のように、企業として、市場に製品・サービスを供給するに際し、自社のコア技術、コア
コンピタンスを形成して 
ⅰ  製品供給とイノベーション上の優位性を形成するため、 
ⅱ  以下の 2 つの機能チェーン内の各要素を国内又はグローバル、また、内部又は外部連携・委
託の組合せの中で経営選択して、これらに関する効果的、効率的なマネジメントにより、全体






b.既存品について、 供給チェーンのマネジメントにより、 市場に対し高品質 （Ｑ） 、 低コスト （Ｃ） 、
短納期（Ｄ）の既存品の供給を行う。 











これらにより、 市場で成果を上げて東アジア経営、 グローバル経営へとレベルアップを試みる。 










（１）  サービス供給モデルの基本とサービスの分類 





サービスの特性は、 その無形性から、 供給主体から購入対象に提供される機能のフローである。  24
原則として提供者と顧客が同一時間、同一空間に所在して必要な機能をソリューションとして
サービス供給される必要がある。 











ⅰ  人的サービス    主たるサービス供給主体が人でサービス対象が人             
理容・美容業、個人教授、医療、介護 
            主たるサービス供給主体が人でサービス対象が物 
                         ク リ ー ニ ン グ、自動車整備、機械修理                
ⅱ  施設提供サービス    主たるサービス供給媒体が施設でサービス対象が人 
                     ホ テ ル ・旅館、スポーツ施設提供、遊技場 
    ⅲ  メガ情報・コンテンツ提供サービス     
主たるサービス供給媒体が施設・通信手段で、内容が情報・コンテンツ 
でサービス対象が人                       映 画館、放送業 
    ⅳ  移動サービス    主たるサービス媒体が移動手段でサービス対象が人 







ⅰ  移動・保管サービス     
主たるサービス媒体が移動手段でサービス対象が物       
道路貨物輸送、水運、航空貨物、倉庫 
ⅱ  状態の分析サービス                商 品 検 査 、検体検査、標準の付与 
ⅲ  使用権提供サービス    対象物の種類に応じ以下の通りのサービスを供給。 
          人   人 材 派 遣    25
          物   レ ン タ ル  
  情報    需給のマッチング              旅行、仲介、広告代理 
一般情報            ニ ュ ー ス 提供、情報提供   
    ⅳ  請負、受託サービス     
企業の中の上記の機能分類で分類している業務以外で、業務内容に応じ、請負形式、受 
託形式で業務を代行                                         
C IT サービス 




ⅰ  主たるサービス媒体が移動手段で内容が情報・知識・コンテンツで 
サービス対象が人、企業              電気通信、情報通信、移動通信            




                             卸 売、小売、飲食店 
（２）サービス供給の性格を踏まえたサービス経営の特徴 
  サービス経営で行うサービス供給には、以下の 5 点の性格がある。 
①  同時性（Simultaneous）一生産と消費が同時に起こる 
②  消滅性（Perishable）一サービスを蓄えておくことができない 
③  無形性（Intangible）一サービスは見えない、触れられない 
④  変動性（Heterogeneous）一誰が誰にいつどこで提供するかにより品質等が左右される 
⑤  顧客との協働生産性 









  本稿は、サービスモデルの革新、サービスイノベーションのあり方を検討するものであるが、 
まず、ここで既に事業基盤の確立している既存サービスのマネジメントの基本を述べよう。   26
既存サービスのマネジメントの基本を、カール・アルブレヒト、ロン・センゲ(2003)を参考に
して考える。まず企業の「経営理念」等に基く「サービス戦略」とこれを踏まえた「サービスモ



























  従って、経営サイドは、この 2 つの方向でのマネジメントに最善を尽くす必要がある。 





ューを分かりやすく伝え、コミュニケーションの取りやすい環境を整備する必要があろう。   27
（５）サービス生産性の向上 
  次に、サービス生産性の向上の論点についても整理しよう。 
①  業務量の変動の状況 
  サービス業において業務量の変動の大きい業種は、 一般に遊園地、 旅館、 写真、 洗濯、 警備、
等であるが、これらへの労働供給、役務供給面での対応としては業務量が多いときの対応と少
ない時の対応に分かれて実施されている。 





ⅰ  稼働率の向上のための方策 
    サービス需要の調整のための補完的なサービスの提供（スキー場の夏場メニュー等） 、 
需要の平準化（旅館の平日対策、病院の予約制等） 
    サービス供給のコントロールのための人的投入量の調整、物的投入量の調整 
ⅱ  単位サービス当りの生産性の向上のための方策 
    アウトプットの増加のための高付加価値サービスの提供、サービス業務の分担・連携 
    インプット減少のための業務のマニュアル化、 業務の機械化、 自動化とセルフサービス化、
等 
ⅲ  IT によるサービス生産性の向上 
    情報量の巨大化・即時処理化によるサービス業の業務規模の拡大のメリットを享受する。  
    空間・時間の制約から解放されたサービスパッケージを提供することが可能となる。 




























  また、品質に裏打ちされたブランド形成とマーケティングも必要である。 
ⅲ小売サービスでは、どの消費者も立地、品揃え、価格、購入時の経験の 4 点を評価するが、最
近では購入時の経験・買いやすさ（店内の雰囲気、接客、店舗ルール）を重視してきている。 
















  IT 化、インターネット化の急速な進展により、サービスの供給と消費、特に情報・知識の生産
と消費のあり方が劇的に変化した。ここで、これらの論点を整理するとともに、情報技術の進化
とサービス産業、サービス経営の進化の方向を述べよう。   29
①  情報の類型とサービス 
情報はそれを獲得することで資本財的な効果とサービス財的な効果を表す情報に２分される。 
ⅰ  事象の不確実性を減少させる情報（資本財的） 
   －  デ ータ情報 
   －  プ ログラム情報 
ⅱ  消費財的、サービス財的情報 
   －  音 楽、演劇、芸能、等の単発の活動の情報 
   －  反 復可能なこれらのコンテンツ情報財 
②  サービスの生産・消費と情報の関係 
ⅰ  生産と消費の関係 
   時 間 と 場所の制約が外れ、24 時間、自宅、会社からのサービスの消費が可能となった。 
ⅱ  サービス供給のシステム 
   サ ー ビ ス供給の指示、連絡、操作が即時化、単純化、自動化してきた。蓄積された取引情
報、顧客情報のデータベース化が進み、経営判断支援の即時化が進んできた。 
ⅲ  サービス内容が情報提供のケース 
   デ ー タ 情報、プログラム情報、サービス財的情報の区分に応じ、サービス提供が商品化し
てきた。 
③  ＩＴの進化とサービス経営・産業の進化 
    これまでの議論をまとめると、 IT の進化とサービス経営、 サービス産業の進化の方向として、
以下の 5 点が上げられる。 
ⅰ  経理・財務・資産管理の効率化 
    中小企業に課題の多い人件費・物品費等のコスト管理、資金管理、資産管理、顧客管理、等
の業務については、各種業務管理ソフトの活用による業務の効率化が可能となっており、こ
の対応が企業発展の鍵となっている。 
ⅱ  業務効率化、生産性向上 
    IT 活用システムによる意思決定の時間の短縮化、業務の稼働状況の即時把握、販売機会の損
失の削減、人的業務の IT 業務化による効率化、等の時間短縮、業務プロセスの効率化効果が
図られる。 
ⅲ  新しいマーケティング手法の開発 
  情報技術の進化に伴い、 サービス経営組織において、 サービス提供の高品質化、 業務の効率化、
大量の顧客を個別に管理する「個客化」が実現し、リレーションシップマーケティングの遂
行が可能となった。最近では「WEB2.0」的なサービスにより、顧客参加型でロングテール的
で少数のニーズへの対応が可能なマーケティングが可能となってきている。   
ⅳ  新しいビジネスモデルの形成 
    ネットワーク型の企業経営が可能となり、ＳＣＭの進展，ＥＭＳ・ファンドリーサービス 
    等、バーチャルカンパニー形成のための業務支援サービスの展開が見られている。   30
ⅴ  新産業の創造 
IT の進化により ASP 提供企業、ブログサービス提供企業等新しい IT 産業が形成された。 

































者側の論理、常識、通念の固定化により、両者間の認識ギャップが発生してきている。   31
  この多様なギャップをサービスモデル革新、サービスイノベーションの機会として認識したイ
ノベータが輩出してきている。 
  その際の基準として、ⅰサービスコンセプト（提供機能）ギャップの是正と対応、ⅱ  顧客を
サービス価値創造の共同のパートナーと扱う、ⅲサービス供給システムの標準化、大規模化によ
る対応、の 3 点を提示して、サービスモデル革新による新しい中古本販売、子供向け写真サービ
ス、 時間消費サービス、 葬儀サービス、 クリーニング、 等で以上の考えの妥当性を確認している。 
  ⅰの内容として、機能の削除、拡大・減少、付加を例示。 
  ⅱとⅲのマトリクスによるサービス対応の組み合わせ 
②  サービスイノベーションモデル形成への貢献と今後の課題 
  本アプローチとその成果については、必要な要素が十分概念化され、先進事例でフレームワー
クの妥当性が確認されて、大筋で認識供給できるが、以下の論点の整理が必要である。 
























両面からのアプローチが必要になる。   32
ⅳ  特にサービスのもたらす価値は体験価値でもあるので、その価値は提供の場の総合環境、提
供者（従業員）の技能、ホスピタリティーに依存する。 
②  状況設定とサービスイノベーションの経路・対応 
ⅰ  状況設定 
  最近の需要面、供給面、経済活動のグローバル化の動向、規制緩和、等の環境変化に応じて、 
顧客のサービス需要に対する価値観、ニーズ、解決すべき課題の内容、その選考基準、等が変化 
してきている。他方、供給者側において、その業種実態に応じ、従来型の価値観、供給姿勢のま
まで、 供給システムの硬直化が見られ、 供給者サイドの多くでこの認識ギャップが発生している。 
  顧客は、既存サービスに対する不満を持ち、これへの需要減、ひいては市場での経営上の成果 
の悪化が見られる。 
  この認識ギャップ、需給ギャップが、イノベーターのサービスモデル創造・革新の機会、チャ 
ンスとなっている。 















＜  事業化段階  ＞ 




②  新モデル形成 
  自社の経営理念に基き、新事業の実現に向けてのサービス戦略を形成して、顧客志向の新サー
ビスモデルの形成、等を行う。 






ⅱ  個別サービス業務チェーンの設計と必要なマネジメント対応の実施 





A  マーケティングマネジメント 
Ｂ  新規顧客、既存顧客の確保 
Ｃ  サービス品質向上のための品質マネジメント 
Ｄ  サービスの生産性向上のためのサービスの需給・価格マネジメント 





ⅳ  以上により、サービス供給上の優位性を構築する。 
ⅴ  サービスパッケージの設計 
  市場に向け、差別化して競争力のあるサービスパッケージ（サービス内容、その品質、価格、 
納期等）を設計する。 
④  開  業 
ⅰ  新サービスの事業化において、以上の全体設計により、人・資金等を調達して、特定の場所
で、開業準備を行い、実際の事業運営を開始する。 
ⅱ  開業準備として、 必要な源泉を調達し、 要員の指導・研修を行い、 上記の全体設計を実体化。 




⑤  市場での成果 
ⅰ  顧客は、自らの不満解決、課題解決のため、市場でのサービス提案に対し、対価を払ってサ 
ービスを購入。 





＜  産業化段階  ＞ 
⑥  産業化に向けて 
新サービスの産業化に当たっては、企業の経営理念、新サービスの社会での必要性、意義を
さらに明確化して、以下の対応を取る。 
ⅰ  組織的サービス供給能力・イノベーション能力の構築 




ⅱ  新しい経営方式（業務展開手法）と他地域展開 
以上の全体的な仕組み、組織的サービス供給能力、等をベースに、経営方式のイノベーショ
ン（業務展開手法の開発）を行って、他地域へ、また、グローバルにサービス展開を行う。 
ⅲ  サービス内容の改善・拡充、新サービスの検討 











































②  フランチャイズシステム 
  サービスの経営方式のイノベーションの実現の仕組であるフランチャイズシステムについて、












フェーズ１  フランチャイズ店舗の業態開発・設計 
事業の差別化等、事業モデルの確立、店舗デザインの整備、加盟オーナー用の投資・損益モデ
ル、チェーンオペレーション、直営・プロトタイプ店でのモデル検証とそのブラッシュアップ 
フェーズ２  本部機構の構築 
フランチャイズシステム体系の構築、 システム内の本部と加盟店の契約形態 ・ 加盟条件の設定、 
本部の事業計画策定、本部スタッフの教育訓練 
フェーズ３  加盟店のオーナー開発 
加盟店の拡大に向けての出店計画策定、事業開発   37









ⅰ  リーダーシップ能力と人材育成力 
ⅱ  基本的価値の共有 
    ビ ジ ョン、行動の規範 
  ⅲ  組織制度の設計、運営能力 
    組 織 と権限配分の在り方、社内組織とグループ企業との連結・ネットワークの在り方 
  ⅳ  経営管理システムの設計、運営能力 
    事 業 計画、投資計画、予算等のフローの資源配分プロセス 
    イ ン センティブと業績評価プロセス 
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組織能力が追加的、 累積的に加えられて記述されるスタイルを取っている （参考図表 （７） 参照） 。 
レベル  １  （  輸出  ） 










ベーションチェーン」 に繋げ、 本国と外国との間の２国間の国際的な 「イノベーションチェーン」
の形成とマネジメントを実施する。 
ⅰ  子会社の役割      現地での販売、マーケティング 
ⅱ  営 業 方 式      輸 出  
ⅲ  組 織 体 制      国 内本社と現地販売・サービス会社 
ⅳ  移動する優位性    製品・サービスに体化した「製品供給上の優位性」の移転 
ⅴ  連携する組織能力       
国際的なブランド管理等のマーケティング 
国際的なイノベーション 
レベル  ２  （  現地での合弁会社の設立  ） 




ⅰ  子会社の役割      ローカルパートナー 
ⅱ  営 業 方 式      パ ートナーシップ 
ⅲ  組 織 体 制      国 内本社と現地合弁会社 
ⅳ  移動する優位性    本国からの「製品供給上の優位性」の一部を移転、パートナーからの資
源優位性を移入 
ⅴ  連携する組織能力     
           国 際的なブランドの管理等のマーケティング 
国際的なイノベーション 
           国 際的なパートナー構築と連携 








ⅰ  子会社の役割      外国での生産、販売、等 
ⅱ  営 業 方 式      外 国での営業 
ⅲ  組 織 体 制      海 外事業部門による子会社の管理 
ⅳ  移動する優位性    本国からの「製品供給上の優位性」の多くを修正移転 
ⅴ  連携する組織能力     
           国 際的なブランドの管理等のマーケティング 
国際的なイノベーション 
           国 際的なパートナー構築と連携 
           本 国からの「製品供給上の優位性」を修正移転し、管理運営。     












ⅰ  子会社の役割    本社の海外戦略の遂行     
ⅱ  営 業 方 式     東 ア ジア域内、グローバルな販売・サービス 
ⅲ  組 織 体 制     世 界 的地域別事業部制、世界的製品別事業部  等 
ⅳ  移動する優位性  本国からの「製品供給上の優位性」の多くを、 「イノベーション上の優位
性」の一部を移転 
          拠 点 国から知識・技術の移入 
ⅴ  連携する組織能力     
          東 ア ジア域内、グローバルなブランドの管理等のマーケティング 
東アジア域内、グローバルなイノベーション 
          東 ア ジア域内、グローバルなパートナー構築と連携 
          本 国 からの「製品供給上の優位性」を修正移転、管理運営 
          海 外 の子会社の業務統合 







具体的には、 「供給チェーン上」 の各機能、 「イノベーションチェーン」 上の各機能についても、
国家を跨り、 各機能のグローバル最適な場所に立地される傾向にあり、 これらのグローバルな連
絡調整と統合が不可欠である。 
ⅰ  子会社の役割    本社機能の分担と連携 
ⅱ  営 業 方 式     東 ア ジア域内、グローバルな販売・サービス 
ⅲ  組 織 体 制     国 家 を跨る本社機能の分担配置 
ⅳ  移動する優位性  優位性は相互交流し、本国での本社機能の分担執行 
と東アジア域内、グローバル機能統合 
          拠 点 国子会社での本社機能の分担執行 
ⅴ  連携する組織能力     
          東 ア ジア域内、グローバルなブランドの管理等のマーケティング 
東アジア域内、グローバルなイノベーション   41
          東 ア ジア域内、グローバルなパートナー構築と連携 
          本 国 からの「製品供給上の優位性」と「イノベーション上の優位性」を 
修正移転、管理運営 
          海 外 の子会社間の統合 
          各 国 に分散配置される本部機能の統合・管理 
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（  基本構造  ） 
  本フレームワークは、ベンチャー企業又は中小企業の新事業（部）形成のプロセスを、 











（  基本戦略  ） 
    外部事業環境等の変化に応じ、 
①  ベンチャー企業として新事業（新機能）を構想し、 
②  中小企業として構造・環境変化に対応して新事業（新機能）を構想し、 
（  業種による差異  ） 
業種による供給製品・サービス特性の差異に応じて、 
（  事業フレーム(モデル)の形成  ） 
  自社として製品・事業毎に、①市場の範囲（国内、グローバル） ・顧客の属性、 
②製品の機能、③構造・形態、④製品差別化、⑤市場までの供給ルート、からなる事業フレ
ーム(モデル)を形成して、これに基き、製品化、事業化を図る。 















（  製品供給  ） 




（  成果の追求  ） 
  グローバルな市場で成果を挙げ、企業活動の成長・発展を目指す。 
  同時に、企業の成長・発展のため、持続的な組織能力形成のための人材育成を実施する。 
（  次のステップ  ） 
中小企業から中堅企業等への企業成長のため、上記のプロセスを改善・改革して、製品供
給により、市場で成果を挙げる。 
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  イノベーターによるサービスモデルの創造・革新のケース 
 
  以下の事業化段階から産業化（量産化に対応）段階に向けての進化対応が必要になっている。  
＜  事業化段階  ＞ 
（  着想  ） 
１  顧客の不満、課題解決に向けて、ベンチャー企業、中小サービス企業が新しいサービスコン
セプト・新提供機能、等を着想する。 
（  新モデル形成  ） 
２  このコンセプト実現に向けて、自社の経営理念に基き、サービス戦略を形成して、顧客志向
の差別化した新サービスモデルの形成、等を行う。 











①  マーケティングマネジメント 
②  新規顧客、既存顧客の確保 
③  サービス品質向上のための品質マネジメント 
④  サービスの生産性向上のためのサービスの需給・価格マネジメント 
⑤  コスト、資金の視点から見たサービス供給組織全体の業務の効率的なマネジメント 
（３） これらマネジメントにおいて、 業種別のサービス供給組織に対応した顧客志向のサービス
供給のため、経営サイドと従業員サイドが情報共有して、差別化し、効率的で全体最適な仕
組み （取組み） 、 これによる最適化した業務ルーティーン （組織能力） のあり方を設計する。 
（４）以上を基に、サービス供給上の優位性を構築する。 
（５）市場に向けて差別化して競争力のある新サービスパッケージ（サービス内容、その品質、
価格、納期等）を設計する。   45





（３）   この際、 顧客の期待する以上のサービス品質と予想する価格以下のサービス価格を提
示して顧客からみたサービス価値を高める必要がある。 





＜  産業化段階  ＞ 





    この新サービス内容の改善、 拡充のための取組に着手して、 新サービス開発に関する組織的
サービスイノベーション能力を構築する。 
（２）以上の全体的な仕組み、組織的サービス供給能力、等をベースに、経営方式のイノベーシ
ョン （業務展開手法の開発） を行って、 他地域へ、 また、 グローバルにサービス展開を行う。 
（３）組織的サービスイノベーション能力をベースに、追加的なサービス内容の改善・拡充、更
なる新サービスの検討を行う。 
（  組織経営改革と人材育成  ） 
７  供給地域の拡大、サービス内容の拡大等に対応した組織経営の改革と持続的な能力構築の 
ために必要な人材育成を行う。 
（  企業成長  ） 
８  以上を整合的に実施して企業成長を図る。 
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（製品供給）                  
ケース  1  ㈱ナノスコープ    自動光学検査機器       
ケース  2  ショウエイ㈱  舶用ディーゼルエンジン部品             
ケース  3  桑村繊維㈱  斜め織り織機高機能布製造販売             
ケース  4  サンライズ工業㈱  自動車部品   
ケース  5  竹内製作所㈱  小型ショベル・建設機械   
ケース  6  三島食品㈱  レトルト食品、ふりかけ   
ケース  7  そーせい㈱  グローバル製薬ベンチャー 
ケース  8  ローツｴ㈱  シリコンウエハ・液晶ガラス基板の搬送ロボット 
  
（サービス供給） 
  ケース  9  スターウエイ  環境対応物流サービス 
ケース  10  ＱＢネット㈱  高速ヘアカットチェーン     
ケース  11  オ－テック㈱  超高速試作サービス、東アジアネットワークによるＯＤＭ生産   
ケース  12  三技協㈱    オプティマイゼーションサービス（衛星、モバイル、ＩＴ）         
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ケース１  ㈱ナノスコープ 
 
１  会社概要 
（１）社  名  株式会社  ナノスコープ  
（２）所在地  本  社 
大阪市西淀川区歌島２－１－５ 
      ＢＫＣ開発センター 
滋賀県草津市野路東１－１－１ 
立命館ＢＫＣインキュベータ内２０７号室 
（３）設  立  平成１５年１０月１日  
（４）代表者  代表取締役  田中  一行  
CTO    専務取締役  三宅  淳司 
（５）資本金  1000 万円 
（６）従業員  10 名 
（７）関連会社  株式会社ケー・デー・イー  
２  会社沿革  
平成１５年１０月１日    株式会社ケー・デー・イーの検査機部門と有限会社ナノスコープが
事業統合し、株式会社ナノスコープ（資本金１０百万円）を設立  
平成１６年１０月１日    立命館大学内のインキュベータに入居（BKC 開発センター）  









５  経営理念 
“お客様の夢をかたちに”を合い言葉に、私たちは常に新しい技術に挑戦する。 
６  経営方針 
    長年培ってきた光学系技術と画像処理技術を融合し、 顧客が実現したい最適な自動検査機能
を提供する。 
７  製品一覧 
検査機外観は各ユーザーとの秘密保持のため詳細内容を記述できない場合が多いが、 既製品の
ものはなく、各ユーザー仕様に合わせて製作。    48
液晶ガラス検査装置  、単板ガラスエッジ検査装置  、レンズ外観検査装置  
光学フィルム検査装置、  偏光フィルム検査装置  
ＰＤＰ用ガラス検査装置、  半導体ウエハ外観検査装置 
建築用ガラス欠陥検査装置、  自動車用ガラス欠陥検査装置  
光学的歪み定量化システム  






友達光電（台湾） 、奇美電子（台湾） 、INNOLUX（台湾） 
９  コア技術の形成 
  主に以下のコア技術の組合せにより、差別化した外観検査技術を保有している。 
（１） 光学系技術の保持 
    モ ア レ縞方式による光学歪みによる欠陥検査技術 
    特 殊 な透過光によるキズ欠陥検査技術 
（２）最新鋭のＣＰＵ採用と独自ソフトにより、高速画像処理を実現 
（３）最大１ＧＢ／秒の画像処理能力により、ガラス 1 枚に 35ＧＢの画像処理を実現 
（４）カメラの視野通過後 5 秒以内に判定処理を終了 
10  事業フレーム（  主製品  ） 
（１） 市場の範囲（国内、グローバル） 、顧客の属性 
内外のガラス、フィルム、レンズメーカー 
（２）製品の機能 
    自 動 検査、前工程への欠陥情報（キズ、泡、縞）のフィードバック 
（３）構造・形態 




    上 記 メーカまで 
11  企業の成長経過、ビジネスモデル、競争上の優位性 
（１）成長経過 






    自社のビジネスモデルとしては、 ファブレス形態での外部企業と連携した全体最適な供給シ
ステムを形成して、ＷＩＮ－ＷＩＮな関係を構築している。 
    自社は、①製品の企画、開発、②基本ソフト開発、③アプリケーション開発、④システムの
取りまとめ、等のソフトウエア業務に集中し、もの作りは、各種協力会社に委託している。 
    販売は、関東地区と関西地区にそれぞれ販売代理店を 1 社ずつ設け、また、直販として特
定 OEM ユーザー、海外ディーラー経由で海外ユーザーに供給。 
    技術アドバイザーとして、日本板硝子㈱の協力を得ている。 
（３）競争上の優位性 
    自社の競争力上の優位性は、主に以下の要素からなっている。 
①  現在、性能、価格、製品構成で競争力ある製品を保有 
②  エンドユーザーへの納入実績と顧客からの高い評価 
③  自社の特許戦略 
    日本板硝子保有の関連特許の通常実施権を保有し、自社のソフトの特許の先方への実施
許諾によるクロスライセンスも行っている。 
④  日本板硝子㈱の協力 
12  産学連携の状況 
    平成１６年１０月、立命館大学の産官学交流推進事業室の BKC に入居し、16 年度、中小
企業・ベンチー挑戦支援事業の内、実用化研究開発事業（補助金） 、17 年度も、同事業で次世
代機器に対応するもの  についてそれぞれ事業採択され、事業開発に努めている。 
    連携の必要性としては、 最近の大型化する液晶基盤ガラス検査市場の拡大に対応するために
は、 現在製品の大幅なコスト削減と機能の向上が不可欠で、 そのため大学連携による画像圧縮
及び並列処理技術を用いた新しい外観検査装置の開発が必要であった。 
    連携のための主要技術課題は以下の通り。 
以下により、専用の高速の画像処理ボードを開発する。 
①  画像データ高速圧縮技術 
②  マルチ CPU による高速並列処理 
③  カメラリンク仕様による高速画像入力 
④  VHDL による汎用プログラミング 
    立命館大学工学部内の山内研究室（画像圧縮技術） 、山崎研究室（マルチ CPU による並列
処理技術） 、小柳研究室（処理アルゴリズム技術）との共同研究でこれらテーマを開発実施。 
13  インキュベーション、インキュベーション・マネジャの支援 
  ＩＭからは、適切な補助金メニューの紹介と獲得の支援、近くの関連企業の紹介、等きめ細か
く支援してもらっている。また、毎週実施の各種セミナーには可能な限り参加している。   50
この施設に入っているので客先の信用を得て、ユーザーに対し、好印象を与えている。 






（３） 本年 9 月以降の新年度の客先として、日本、韓国、台湾、中国の企業の需要を想定して
いる。 
15  東アジア経営 
（１）  韓国、中国の顧客へは、韓国の代理店（日本企業の韓国での代理店）を経由して受注。 
（２）  台湾へは、日系企業経由で受注するケースが多い。 
（３）  今後、製品納入した日本、アジア各国企業へはサービス、メンテナンス契約をする方
向で体制整備して行く。 
（４）  対アジア知財戦略としては、ソフトをボード化して、ブラックボックス化していく。 
16  組織設計の状況 
  機能別組織で、営業、製品開発、受注製品用のソフト開発、ハード設計、管理業務を分担。 
  組織能力的には、各分野の専門家を集め、相互に助け合って仕事している。 
人材育成は、現状、ＯＪＴでの対応である。 
17  総合評価 





  今回の産学連携の取組も、 自社のイノベーション上の優位性を強化するための画像圧縮及び並
列処理技術を用いた新しい外観検査用の専用ボードの開発のためであり、 これにより低コストか
つ高速の処理が可能となる。 




  2006 年度以降の顧客は、日本、韓国、台湾、中国の企業を想定しており、結果として、自社
のプロダクトイノベーションが東アジア地域内企業のプロセスイノベーションに連鎖し、 東アジ
ア企業のイノベーションの実現ををサポートしている。 
今後の東アジア経営としては、 アジア企業への製品納入の拡大を想定して、 製品納入した日本、  51
アジア各国企業へはサービス、 メンテナンス契約をする方向で体制整備して行く方針であり、 ま
た、 対アジア知財戦略は、 ソフトをボード化して、 ブラックボックス化していくこととしている。 
  競合先としては、 汎用技術による安価な画像処理機能を持つ検査機械メーカーであるが、 自社
の光学歪による欠陥検査技術は、自社とドイツ企業のみが保有している。 
  今回の産学連携の成果により、 競争力を強化した新製品を市場に供給する予定で、 売上げの増
大、高機能新製品の市場投入等により、成長の加速を期待している。 
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ケース２  ㈱ショウエイのケース 
 
１  会社概要 
（１） 経営者 
    会 長   辻 井  輝 義  社 長   辻 井  説 三  
（２）本社所在地 
    岡山県英田郡大原町古町７０１－１ 
（３）資本金、全社員数 
5,000 万円    55 名 
（４）経営理念 
   恕 (ジョ：愛情)の精神をもって物作りをする。 
（５）経営方針 
①  ISO の趣旨を各自が理解し着実に実行すること。 
②  社外不適合製品のゼロ達成。 
③  管理職全員の物造りに対する情熱を社員に承継できるよう得意分野の修練をすること。 
④  製造工場は全てが現場主義である、現場を熟知しなければ工場は成り立たない事を忘れ
てはならない。 
⑤  No1 のカムメーカーとしての自覚とプライドをお互いに共有できる物造りをしよう。 
⑥  電子式エンジン部品製作のトップメーカーになる。 
⑦  電子式燃料噴射制御装置の製作・テストを成功させる。 
（６）事業概要 
    舶用及び発電機ディーゼルエンジン用カム（舶用エンジン用カムの世界シェア 60%） 
船舶用高圧燃料ポンプ 
熱処理 
光触媒製品 － 脱臭製品 
   － 水質浄化製品 
（７） 最近の受注先の状況 
1967年  川崎重工㈱神戸工場 
1978年  三菱重工㈱横浜製作所 
1986 年  三井造船㈱玉野事業所 
  1993 年  現代重工業株式会社  韓国  、ＨＳＤ  韓国  
  1995 年  ジームセン㈱  東京都  
  1997 年  バルチラジャパン㈱  神戸市、  ＭＡＮ  Ｂ＆Ｗ  デンマーク、 
      ㈱ディーゼルユナイテッド  相生市  
  2000 年  阪神内燃機工業㈱  神戸市    53
2003 年  WHA  YOUNG 韓 国  
２  会社経営の経過 
1944年  現会長が大阪に「辻井鉄工所」を創設し、焼玉エンジン部品の製造を開始。 
1965年    大阪に「昭栄ディーゼル製作所」を創立し、カム、ピストン、ローラー専門工場と
して製造加工を始める。 
1979年  フィンランド  ベルチーラ・ツルク工場とカム・ローラー等の取引を開始する。 
1981 年  岡山県大原町に熱処理・機械工場を新設。 
1987 年  大阪工場を廃止し、岡山の大原工場に集約し、本社も大原に移転し、商号を㈱ショ
ウエイに変更した。 
1991 年  社長に辻井  説三が就任。 






４  事業フレーム形成（電子式燃料噴射制御装置の場合） 
（１）市場の範囲 
    グ ロ ーバルに散在するコモンレール方式を採用するディーゼルエンジンメーカー 
（２）製品の機能 
    デ ィ ーゼルエンジンに最適な燃料供給を行う。 
（３）構造・形態 
    カ ム 式（機械制御）からコモンレール方式の電子制御による最適供給方式への革新 
（４）製品差別化 
    高 効 率で、煙放出を高度に抑制するコモンレール方式による差別化。 
（５）市場までの供給ルート 
    世 界 各地、特に東アジア各国に散在する船用ディーゼルエンジンメーカー 
５  組織設計の状況 
    機能別組織 
６  ビジネスモデル 
（１） これまで 
    主力商品のカム、駆動装置については、内外の造船メーカー、主要エンジンメーカーからの
単独受注生産による継続供給を行ってきている。 
（２） 今後の展開の方向 





７  東アジア・グローバル経営の方向 
  これまでのカム等の販売先は、 日本、 欧州、 東アジアの各造船、 エンジンメーカーであったが、
今回のコモンレール方式の電子式燃料噴射制御装置についてもＷＣＨ社からライセンス供与を
受けている韓国、中国、日本のこれらメーカーへの製品供給主体となることが期待されている。  
  このため、 当面の国内での増産体制の整備に加え、 製品納入後のメンテナンスサービス業務等
について東アジア地域を中心とした業務拡大への組織的対応の必要性が高まっており、 今後の企
業成長のためには、この側面に対する組織的対応も不可欠となっている。 






















①  コア企業 
    ㈱ショウエイ    燃料噴射制御装置の材料選定・製造及び販路開拓 
②   連携企業 
㈱愛庚    精密切削加工   55
㈱谷口金属熱処理工業所    主要部品の表面熱処理 
③  協 力  
    トラストネット未来 
④  支 援  
    岡山県産業振興財団 
⑤  市 場  







世界の造船量の大半を製造しているアジア地域の各造船 ・ 船舶用エンジンメーカーに展開し、  
環境問題重視の観点から市場ニーズは極めて高い。 
（７）支援メニュー 
①  事業化・市場化補助金   
②  政府系金融機関（中小公庫）及び民間金融機関の融資 

























10  人材育成と研修の方向 
    今後の人材育成の方向としてグローバル対応人材、 スペシャリスト人材の育成を考えている。  
グローバル人材研修は、毎週一回、姫路から外人講師を招いて、英語研修を開始している。 
スペシャリスト研修は、今後、産学連携のためのセミナーへの派遣等、今後実施していく。 










12  総合評価 
































ケース３  桑村繊維㈱ 
 
１  会社概要 
桑村繊維株式会社        取締役社長    桑村  茂 
（１） 本社所在地 
   兵 庫 県 多可郡多可町中区曽我井 315    
（２） 資本金、従業員数 
   2 億 1000 万円、  200 名 
（３） 経営理念（  経営者の志、使命感、等  ） 
   信 用  資 本  技 術  奉 仕  優 秀 な る取引先  の各蓄積 
（４） 経営方針 
①  会社としては、各部における独立採算制を実施している。各部課に、売上・経常利益・金
利回収・在庫の目標数値を設定して管理して、これら総合したものが会社の数字。   
②  主力のシャツ地、汎用品は中国、ベトナムでの海外生産・輸入へのシフトを行いつつ、   
差別化、特化したものを国内生産して行くこととしている。 
③  他方、製品多角化の方向は、脱シャツ地化、産業用、資材用の織物へのシフトを進める。  
（５） 事業概要 
織物の製造  販売 
２  会社経営の成長経過 
昭和２５年  桑村織布株式会社設立 
昭和４５年  桑村繊維㈱に商号変更 
昭和５３年  創業５0 周年 
平成１４年  資本金２億１，０00 万円に増資 
平成１５年  創業７５周年 










①  輸出中心時代  （  85 年まで  ） 
大手商社よりの受注により大きな商談がまとまって決まっていた。当時国内市場向けの生  59
産・販売のセクションを設立し、不採算ながら地道な販売活動を開始。 
②  国内市場成長時代  （  86－95 年  ）   
プラザ合意以後円高が進み輸出の競争力が落ちてくるタイミングで、 国内市場部門が力をつ
けて売上を伸ばす。  アパレル業界、商社、問屋からの受注生産中心。 
③  企画提案型の開始  （  95 年以降  ）   
テキスタイル関連課が企画・見込み生産開始し好業績を上げる。 
    各部とも企画提案型の比率を上げ、現在、全社で受注生産 15%  企画品生産 85%程度。 
従って企画品については極短納期（1 日後）対応が可能となっている。 
④  小ロット短納期対応  （  2000 年以降  ） 
    近年、中国を中心とした東アジアが繊維製品の生産拠点として急成長してきた。 




⑤  資材用織物開発  （  2000 年以降  ） 
    会社の柱は衣料品中心としてきたが、 あふれる中国品に危機感をもっている。 繊維織物での
資材用途は多岐にわたり季節変動も少ない。 蓄積した織物技術を持って資材用開発に取組み
ウエイトを高めて行く方向。   
この度の新連携プロジェクトの斜め織りもこの一環である。 
    すでに生産販売しているものは、カーシート、メディカル資材、インテリア、生活資材   






となっている。   
４  事業フレーム（  主製品  ） 
主に衣料品向けの織物をベースに記述。 
（１） 市場の範囲（国内、グローバル） 、顧客の属性 
   当 初 は 、 商 社 経 由 で 、 グ ロ ー バ ル に男子のジーパンの上の綿シャツの生地織物からスター
トした。現在の顧客の属性としては、アパレル素材を扱う所を主力としている。   
現在の顧客別の年間売り上げの 1,000 万円以が 180 社、1,000 万円~500 万円が 90 社、 
500 万以上で 270 社と幅も裾野も広い。業種的には大手総合商社、専門商社、問屋、生
地商、シャツメーカー等々。 











   例 え ば シャツ地では、消費者の購入の際の商品選択の優先順位は、①色・柄（織り） ・デ
ザイン、②価格、③商品の機能の順である。色、柄、デザインの差別化のためのデザイン企
画、テキスタイルデザイナーの育成を行っている。 
   ア パ レ ルの世界では、 製品差別化のための開発コンセプトが、 プロダクトアウトからマー
ケットイン、クリエイティブアウトへと変化している。 
（４）  市場までの供給ルート 
   当 面 の 顧 客 は 、 商 社 、 生 地 問 屋 、 アパレル、シャツメーカーで、そこで縫製されて、専門
店、百貨店、量販店に納入される。 
５  東アジア、グローバル戦略 




また、特殊なブランド品を EU 向けに生産、販売を開始している。 
６  組織設計の状況 
  多事業部制の独立採算システムで、各部長権限で部内の業務プロセスの販売、生産、在庫、損
益、債権回収、商品企画・マーケッティング、等を実施。上川原工場が生産面での各部からの受
注と新製品開発・試作を実施している。   
７  組織能力 






  このような組織能力の状況で、会社運営が実施されて来ているのは、グローバル、東アジア大  61
での厳しい企業間競争の中での製品毎の機敏な商品戦略、 供給戦略、 販売戦略の実施が求められ
ているためであろう。 
８  新製品開発の状況 
（１） 自社のコアコンピタンスの把握と強化の方向 




顧客とは、共同研究、開発を実施してきており、試作見本つくりを重視している。       
（２）  これまでの新製品開発の状況 




17 年 3 月に斜め織り織機の開発、と織り方の実用化にこぎつけた。 
②  中小機構の自立化事業   
「小ロット多品種の高級織物の生産システム」 
桑村繊維の事業で、H16,17 年度の二ヵ年で進行中。   









コンソーシアム研究事業（平成 15～16 年度）で開発したものであり「世界初」の試み。 
織機の開発に始まり、2 年間の産官学の共同研究成果として 17 年年３月にベルト用基布試作
品の完成をみた。 コンソ終了後もより付加価値の高い用途開発が見込める事から携わった六部門
（(財)新産業創造研究機構  兵庫県立工業技術センター  桑村繊維㈱  ㈱片山商店  バンドー
化学㈱  京都工芸繊維大学）での共同研究を継続している。 
（２）事業計画 
「世界初の斜め織り織物」を用いた高機能伝動ベルト用基布の製造販売。           
本事業では、 「省エネ」効果が高い汎用ベルトの基布、自動車メーカーから強いニーズがある。
「省エネ性」 「静粛性」が高い自動車ベルト、多用途に応えるハイテク繊維を提供。   62
特にハイテク繊維は、 日本国内の大手合繊メーカーが世界をリードしており、 ニーズも国内での
先端複合材料になる為、国際的にも有利な開発、販売、事業化が可能であると考える。 
従来の 3 軸織物、4 軸織物に比較して低コストで、昨今のﾎﾞﾝﾃﾞｲﾝｸﾞ技術（先端材料の貼り合せ
技術）向上もあり事業化が可能となった。 
（３）連携の機能分担 
①  コア企業  桑村繊維  斜め織機による布製造斜め織機による布製造斜め織機による布製造斜め布製造 
②  連携先    片山商店    斜め織機開発知識・技能 
③  連携参加団体等  技術・情報提供 
兵庫県立工業技術センター、繊維工業技術支援センター 
④  協力団体等     























  汎用ベルト用斜め織り技術は本年３月にほぼ完成し、 現在はミニプラントを使い試験製造中で
あり、その斜め織り織不布による多様な新製品の販路開拓に努めている。             
（８）今後の見通し 
  5 年後、10 億円の売上を目標としている。   63
10  市場での成果の状況 
①  新規事業の資金確保の方策のあり方 
自己資本率は、 35%で、 今回の新規事業は、 補助金を受けつつ自己資金で対応して来ている。 
②  最近数年間の売上高、営業利益、当期純利益 
単位：百万円 
期    年    売上      営業利益    当期純利益           
     55    05    9,442       87         91 
          54    04    9,555      195           87 
          53    03   11,725      417          137 
          52    02   11,192      392          166 
11  人材育成と研修の方向 
人材育成は各部長の裁量であり、社員の感性研修(他社のデザイン、商品企画部門へ派遣出向)
を重視している。手を上げた者の優先となっているが、縦割りの人事異動の問題がある。 






















企業の実態にあった経営上の組織能力の持続的な構築と人材育成が必要であろう。   64
ケース４  サンライズ工業㈱ 
 
１  会社概要 
（１）設立  昭和 50 年 1 月 
（２）代表取締役会長  平石正人    代表取締役社長  加門久雄   
（３）本社所在地 
   兵 庫 県 神崎郡福崎町福田 118 番地 
（４）資本金、従業員数 
    9100 万円、正社員  164 名  パート  61 名  中国研修生  46 名 







    ～  サンライズブランドの構築  ～ 
（７）主要取引先  
株式会社  神菱 
株式会社  シマノ 
株式会社  ニチリン 
日本化薬  株式会社 
株式会社  ニューエラー 












ホットガスボディ    65
サイドエアバック  
プレス化されたプーリー 
      各 種切削加工品         
２  会社の主要成長経過 
1975 年  会社設立 
1976 年  カークーラー用のホース口金具の生産開始 
1985 年  サンライズテクノ㈱の設立 
1987 年  マレーシアにニチリンと合弁でサンチリン工業マレーシア㈱設立 
1996 年  同社クアラルンプール証券市場 2 部上場 
2000 年  タイに新会社、新工場設立 
2002 年  中国大連に新会社、新工場設立 
2004 年  兵庫県市川町に新工場完成、操業開始 
2005 年  グループ企業全体として売上 150 億円を目標として、これを達成 
      インドプロジェクトの開始 











４  事業フレーム 

















①  国内 
協和産業㈱    住宅設備部品の製造、給湯器部品 
サン精工㈱    住宅、給湯部品製造 
サントレード㈱    貿易業 
サンライズテクノ㈱    研究開発、冶具設計製作 
サンライズ運輸倉庫㈱    一般貨物運送業等 
㈱サンライズ    グループ各社に対するリース事業、マンション経営 
②  海外 
（マレーシア） 
ⅰ  サンチリン工業（マレーシア）株式会社   
代表取締役会長    平石正人  
代表取締役社長    Kit Lew Lin 
資本金    RM40,950,000  
業務内容  
Automotive air-conditioning hose-assemblies 
Metal fittings and pipings 
Other metal tubings for motor vehicle 
Precision metal stamping parts and precision machined parts   
所在地    マレーシア、クアラルンプール郊外（シャーラム）  
設立年月日    1986/10/31  
主要取引先  
Air International Thermal(Australia)Pty.Ltd. 
Denso Group 
Honda Malaysia Sdn.Bhd. 
Perodua Manufacturing Sdn.Bhd. 
Sanden Group 
Volvo East Asia   
売上高 
  2,680,599,000 円（2005 年度） （M$85,000,000）    67
2,224,434,000 円（2004 年度） （M$71,756,000） 
2,175,443,000 円（2003 年度） （M$70,176,000）  
従業員数   421 名  
（  タイ  ） 
ⅱ  サンチリン工業（タイランド）株式会社 
代表取締役会長兼社長  Kit Lew Lin   
資本金 Baht80,000,000   
業務内容  
Metal Fitting for Automotive   
Air-Conditioning 
Sales of Equipment and Tool 
Power Steering Suction Metal Fitting 
Piping for Oil Cooler   
所在地    タイランド、バンコク郊外（チョンブリ）  
設立年月日    1999/9/20  
主要取引先  
Denso(Thailand)Co.,Ltd. 
Exedy Friction Material Co.,Ltd. 
Nichirin U.K.Ltd snd (Thailand)Co.,Ltd. 
Siam Kayaba Co.,Ltd. 
Thai Kayaba Industries Co.,Ltd 
Volvo Car(Thailand)Ltd.   
売上高  
1,772,105,000 円（2005 年度）(M$56,079,000) 
679,854,000 円（2004 年度）(M$21,931,000) 
618,187,000 円（2003 年度）(M$19,942,000)   
（  シンガポール  ）     
ⅲ    サインペックスシンガポール株式会社  
代表取締役社長    長谷川郁子  
資本金    S$100,000  
所在地    シンガポール  
売上高 
140,004,000 円（2005 年度） （S$1,971,000）  
187,795,000 円（2004 年度） （S$2,645,000） 
177,216,000 円（2003 年度） （S$2,496,000）  
設立年月日    1991/9/18    68
業務内容      貿易業  
（  中国  ） 
ⅳ    大連長昇汽車配件有限公司 
代表取締役社長    平石正人 
資本金 1,000 万 RMB 
売上高 
488,127,000 円(33,548 千元)（2005 年度） 
358,440,000 円(23,896 千元)（2004 年度） 
254,835,000 円(16,989 千元)（2003 年度）  
所在地    中国遼寧省大連市旅順口区長城鎮黄家村  
従業員数    120 名  
業務内容    自動車部品の製造業  
設立年月日   2002/4/8  
主要取引先    サンライズ工業株式会社  
６  組織能力 





７  自社の技術開発の発展の状況 
    エアコン用ホース口金具について、 鉄からアルミへの軽量化に向けての材料代替のための技
術開発、自動車用アルミパイプの開発を通じ、多品種、少量化、短納期の生産システムを形成
してきた。8３年にはオフィスコンピューター導入、自社開発ソフトで運用している。 
    重要な技術開発はサンライズテクノが担当しているが、新技術の研究、開発、試作、実験を
実施し、21 件の特許を取得。具体的には、アルミのロー付け、フランジ付きパイプ製法、ロ
ー付けレス接合の特許、転造形成技術の特許である。この間、補足的に姫路工大との産学連携
も実施してきている。       
  2004 年に新工場が稼動しており、第一工場は切削加工専門でロボットも導入し、第二工場
は、カーエアコン用ホース金具専用工場で、セル生産方式を導入。 








８  国内経営から東アジア経営への道筋 
（１）道筋のアウトライン 
  1987 年  神戸のニチリンと共同で、マレーシアにサンチリンを設立 
  1992 年  アメリカ、メキシコに独自進出、工場完成  （後に共にニチリンに売却） 
       中国北京に事務所開設 
  1995 年  長春に第一汽車、ＶＷと合弁会社設立 
  1996 年  サンチリンマレーシアがクアラルンプール証券市場 2 部上場 
2001 年  その資金でタイに新会社、新工場設立 
  2002 年  長春の合弁会社をＶＷに売却して、中国大連に、大連長昇汽車配件有限公司設立 
新工場設立 
  2003 年  大連に大連燦莱志金属工業有限公司を設立、工場設立 
2004 年  インドに新会社設立のための調査実施 
2004 年  シンガポールにサンライズアジアマネジメント㈱を設立し、将来のバーチャル本社
を目指す企業グループの持株会社とした。 









  東アジアでの収益を東アジアに投資して、売上を拡大してきている。2004 年には、シンガポ
ールに企業グループ全体の持株会社を設立した。 






  海外では日本人が日系企業への営業と生産システム管理を行い、 マレーシア人等の現地経営者
が全体管理を行うこととしている。また、毎年 1－2 回、東アジア大での経営会議を本社で行っ












トイノベーションして対応し、 これらコア技術を巧みに自社の生産ラインに展開させて来ている。  










  インドでの現地生産に着手し、 インドネシアでの現地生産に向けて検討を開始し、 シンガポー
ル子会社の貿易機能を活用して東アジア大での生産・販売のチェーンの形成に着手している。 
  以上により、既存品のグローバルにダイナミックな製品供給上の優位性を構築している。 
（３）グローバルなチェーン選択とマネジメント 




  この成長の軌跡は、 通常の中小企業では上手に出来ないアジア大での各チェーン上の機能選択
とこれを上手くマネージメント出来た本社の経営者・経営チーム、 国内と海外のグループ企業の
経営者、経営チームの経営能力による所が大であろう。 
10  市場での成果の状況 
①  売上高、営業利益、当期純利益、等の推移 
ケース図表の「サンライズ工業㈱企業グループの最近の売上、損益、等の実績」参照   71
②  既存事業の財務状況と新規事業の資金確保の方策のあり方 
国内では、主に通常の金融の範囲内で既存事業、新規事業とも対応。 
海外では、主に海外事業での企業の内部留保と海外での上場益で対応。 
11  人材育成と研修の方向 
  組織が生残るには、人材育成が最も大事である。 
  現状英語の話せる幹部が７-8 人、中国語の話せる幹部が 2-3 人おり、経営幹部の層としては
大丈夫であるが、それより若い層の人材育成が課題であろう。 
  今後、 将来のバーチャル本社要員育成を目指し、 大連の大連理工大の院生卒とタイの大卒とを
それぞれ年 2-3 名ずつ採用して、 本社で管理技術、 経営管理などの基本を学ばせてアジア各国の
工場に配置する計画である。 日本でも、 今年度、 姫路工大から中国語の話せる学生を一人採用し、
5 年先の会社の幹部人材の確保に努めている。また、東南アジア、中国からの研修生の受け入れ
も実施している。 
12  総合評価 
  本企業は、自動車のカーエアコン用の専門部品の供給ベンチャーから立ち上げて、1975 年か

























                              単 位 ： 百 万 円 、 ％  
２００３年 
            売 上 高   営業利益   営業利益率   純 利 益    純利益率    研究開発費   研究開発費率 
サンライズ工業    4,641       58       1.25        51       1.10         56        1.26 
国内子会社計      2,984       64       0.22        56       1.88          0        0.00 
国内  計          7,625      123       1.61       107       1.40         56        0.77 
海外子会社計      3,111       60       1.93        59       1.91          0        0.00 
グループ  総計   10,736      183       1.70       166       1.55         56        0.54 
 
２００４年 
             売 上 高   営業利益   営業利益率   純 利 益    純利益率    研究開発費   研究開発費率 
サンライズ工業    4,876      128       2.63       102       2.10         47        0.96 
国内子会社計      3,616       44       1.22        37       1.02          0        0.00 
国内  計          8,492      172       2.03       140       1.64         47        0.55 
海外子会社計      3,309      177       5.35       164       4.96          0        0.00 
グループ  総計   11,801      349       2.96       303       2.57         47        0.40 
 
２００５年 
              売 上 高   営業利益   営業利益率   純 利 益    純利益率   研究開発費   研究開発費率 
サンライズ工業     5,509      202      3.67       167        3.04        36        0.65 
国内子会社計       4,218      -15     -0.36        16        0.39         0        0.00 
国内  計           9,727      187      1.92       184        1.89        36        0.37 
海外子会社計       4,963      330      6.64       300        6.05         0        0.00 
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ケース５  ㈱竹内製作所のケース 
 
 
１  会社概要 
（１）代表者  代表取締役社長  竹内  明雄  
（２）本社所在地  長野県埴科郡坂城町上平 205   
（３）設  立 1963（昭和 38）年 8 月 21 日  
（４）資本金 33 億 2195 万円  
（５）従業員数 489 名（男 448 名・女 41 名） （2006.2.28 現在）  
（６）事業内容 
  以下の各種機械、機器の設計開発から販売までの完成品メーカー 
①  各種建設機械 
標準型ミニショベル（クローラー式、ホイール式、電気式） 、超小旋回型ミニショベル、
クローラーローダー、クローラーキャリア 
②  工業用撹拌機、混練機、溶解機ブレンダー、ニーダー等 
③  環境機器  
（７）ISO 取得状況 
ISO 9001  認証取得範囲  
①登録番号  JQ0079 
②品質マネジメントシステム規格    ISO 9001:2000.  JISQ9001:2000 
③適用範囲    クローラータイプの「エキスカベータ」 「ローダ」 「キャリヤ」の設計及び製造 
２  社是 
  3 つの「C」を軸にパイオニア精神を発揮し、新市場を創出 
  創造  Creation  新鮮な感覚を持ってニーズに応えた開発をする 
  挑戦  Challenge  常に夢と若さを持ってより高く果敢なる実行 
  協調  Cooperation お客様の信頼と満足を得る製品をつくり社会に貢献し生活の向上を計る 
３  会社経営の成長経過 
昭和 38 年 8月  坂城町（四ツ屋）にて、株式会社竹内製作所を資本金 300 万円にて 
設立（本社・工場） 、竹内明雄が代表取締役社長に就任   
昭和 48 年 10 月  バックホー生産工場新築増設（村上工場）月産 150 台  
昭和 51 年 3月  撹拌機製造、販売開始  
昭和 53 年 2月  資本金 8,000 万円に増資。うち東京中小企業投資育成（株）2,000 万円  
昭和 53 年 8月  第四次設備計画完了、投資総額 8 億円,バックホー月産 200 台   
昭和 54 年 2月  米国に竹内現地法人設立   
昭和 59 年 4月  戸倉工場新築完成,バックホー月産 500 台     74
昭和 61 年 10 月 私募債発行（第１回）  
昭和 63 年 3 月 （株）神戸製鋼所と提携生産開始  
昭和 63 年 9 月 バックホー月産 600 台  
平成元年 4 月 生産管理システム開始  
平成 2 年 3 月 バックホー月産 700 台   
平成 4 年 12 月 私募債発行（第２回）  
平成 7 年 3 月 ＮＯＢＡＳ社（ドイツ）とバックホー（ホイール式）の共同生産開始  
平成 7 年 8 月 英国に現地事務所開設  
平成 8 年 10 月 英国に竹内現地法人設立  
平成 10 年 5 月 国際標準化機構（ISO）の品質システム規格である「ISO 9001」の認証を取得  
平成 10 年 10 月 開発センター（厨房施設併設）完成  
平成 12 年 6 月 仏国に竹内現地法人設立  
平成 14 年 12 月 資本金 4 億 785 万円に増資  
平成 14 年 12 月 JASDAQ 市場に株式を上場  
平成 15 年 8 月 1 単元株の数を 1000 株から 100 株に変更  
平成 15 年 10 月 創立 40 周年記念式典挙行  
平成 16 年 11 月 当社株式が「Ｊ-Ｓｔｏｃｋ」銘柄に選定  
平成 17 年 3 月 村上第２工場完成  操業開始  
平成 17 年 4 月 中国青島市に竹内工程機械（青島）有限公司を設立 
平成 18 年 1 月 資本金 33 億 2195 万円に増資  
平成 18 年 3 月 普通株式  １株につき  ２株の割合をもって分割する 
４  成長戦略 
（１） 創業以来 40 年余り、土と水を事業テーマに、①ミニショベル・油圧ショベル・クロー
ダーローダー等の建設機械、②工業用撹拌機、③環境関連機器の完成品メーカーとして
発展。 
（２） 建設機械では、1970 年に世界で始めて「ミニショベル」を開発し、1986 年には世界で
初めて不整地作業に最適なクローラーローダーも開発・販売してきている。 
（３） 建設機械の販売先の９割以上が海外で、海外販売で蓄積された高い技術開発・製造技術
力を生かし、建設機械の OEM 供給も行っている。 
（４） 今後とも常に次世代のグローバルスタンダードを目指して、グローバルなユーザーニー
ズに即した製品を市場に供給していく。 




    土 地 から土を掘出し、必要な形状に転換する。   75
（３） 構造・形態 
    人 間 が使うショベルからディーゼルエンジンで動く可動式の鉄製のショベル専用機械 
（４）  製品差別化 





６  組織設計の状況 
    機能別組織で営業本部に海外営業専門の課を持って対応している。 
    国内に３工場４営業所 
  海 外 展 開 の 状 況  
    1979 年アメリカで現地法人「TAKEUCHI MFG.(U.S.),LTD」を設立（販売子会社） 
1996 年「TAKEUCHI MFG.(U.K)LTD.」 （英国）設立（販売子会社） 
2000 年「TAKEUCHI FRANCE S.A.S.」 （フランス）設立（販売子会社） 
2005 年 4 月  「竹内工程機械（青島）有限公司」 （中国青島）設立（生産・販売子会社） 



















（２） 近年では特に、ディストリビューターやユーザーからの要請に応えた新技術の開発が盛  76
んに行われ、ミニショベル、クローラーローダーに続く、次なるグローバルスタンダー
ド製品の誕生が期待されている。 





    の体制で実施してきたが、上記の通り、日本で初めての小型ショベル、クローラーローダー
の開発に成功しプロダクトイノベーションしている。 最近の環境機器での新製品開発では国
内での産学連携の成果を反映させてきている。 




10  グローバル経営に向けての道筋 
（１）2004 年のミニショベルのグローバルな現地での販売実績をみると、米国でシェア 3 位、




（３）2005 年 4 月、中国青島に「竹内工程機械（青島）有限公司」を設立し、現地での生産・
販売子会社として、 工場建設に着手し、 現地での生産と市場拡大が想定される中国国内での












11  グローバル最適な仕組の構築 
（１）本企業のグローバルな新製品開発、生産、販売の仕組みは、海外各国のディストリビュー  77
ターのニーズ提供から出発して、 本国での各国市場の特性に応じた新製品開発と事業化、 国








12  市場での成果の状況 
（１）以上の企業活動の成果として、以下のような良好な市場での成果の状況となっている。 
            最近の損益指標の推移 （単体ベース）      単 位 ： 年 度 、 百万円、 % 
        2001  2002  2003  2004   2005（2006 年 2 月期） 
  売上高      16,208   20,262   30,375   43,401   56,510 
  経常利益      560    1,616    2 , 3 0 0     3,597    4,231    
  比 率        3.5      8 . 0       7 . 6       8 . 3       7 . 5    
 
（２）売上高（2006 年 2 月期）の地域別シェア    単位：% 
   国 内  海外計  北米  欧州  その他    合計   
     2.8  97.2  48.2  47.2  1.8   100 
   
13  人材育成と研修の方向 




14  総合評価 








日本国内の約 2 倍に及ぶため、 ユーザーの選択基準はその耐久性に重点が置かれ、 この過酷な使
用条件に耐えうる頑丈な建機として本企業のミニショベルは海外で高い評価を獲得している。 
また、稼働時間が長くなれば、トラブルもそれに応じて発生することになるため、製品の性能
そのものの向上とトラブルに迅速に対応するアフターサービス体制を併せて構築し、 さらに、 レ  78
ンタル需要の比率も高まっていることも視野に入れ、 充実したアフターサービスによる顧客の定
着化を図っている。 
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ケース６    三島食品㈱のケース 
 
１  会社概要 
（１）社長   
三島  豊 
（２）本社所在地 











    ふ り かけをメインにレトルト食品･冷凍食品などを製造販売している。 
２  会社経営の経過 
昭和２４年  三島商店として創業（唐辛子・辛子粉製造販売） 
昭和３６年  三島食品（株）に社名変更 
昭和４７年  ミスズガーデンオープン 
昭和５５年  関東工場建設 
昭和６３年  ＭＩＳＨＩＭＡ  ＦＯＯＤ  Ｕ.Ｓ.Ａ.ＩＮＣ設立 
平成  ２年  大連三島有限公司設立       社長黄綬褒賞 
平成  ３年  資料館  楠苑落成 
平成  ４年  社長交代､会長食品産業功労賞 
平成  ６年  中国品質管理賞授賞 
平成１０年  広島工場対米輸出のＨＡＣＣＰ認定取得 
平成１１年  創業５０周年 
           大連工場ＩＳＯ９００１・ＨＡＣＣＰ（８品目）認証取得 
平成１２年  お惣菜の店   あかり  オープン 
平成１３年  関東工場厚生労働省のＨＡＣＣＰ認証取得   
    本 社 部門ＩＳＯ１４００１認証取得 
平成１６年  中国・大連市に日本食レストラン「和香亭」オープン   





















































大連三島有限公司、MISHIMA  FOOD  U.S.A  I.N.C、ミスズガーデン 






















でも見える化が出来始め、多品種少量生産に貢献することになる。   82
    ②  イノベーションチェーン 
    イ ノ ベーションチェーンの活動でも、これまで主に以下の取組を行っている。 
   ⅰ  時 間をかけて赤しその品種改良をし優良な種子を種子登録して、 各地の産地に供給し
て高品質の赤しその安定供給に努めている。 
   ⅱ  赤 しその持つ「抗アレルギー性に関する研究」を広島大学と共同研究している。 
   ⅲ  広 島県立食品工業技術センターの保有する特許「凍結含浸技術」を使用して、高齢者
向けの柔らかくした惣菜の商品開発を開始している。 
また、 新製品開発の場合も、 この品質保証体制に添った活動をする。 お客様の要求を、
営業や開発部門が把握、お客様との意見交換を充分に行い、その要求品質に添った商品
を生産管理システムに取り込み、タイムリーに生産できるようになる。 














＜調    達＞・原料産地との信頼関係、技術交流、指導、品質改善 
＜技術開発＞・レトルト、レチルト、フレッシュ加工技術の進歩 
＜生    産＞・ 「見える化」 「目で見る管理」 による質的向上、 安全安心の取り組み強化、
４Ｓの徹底、生産管理の活用 
＜営    業＞・ユーザーとの共同開発、ユーザー要望を取り入れた提案 






















だ。 そのため、 Ｗｅｂにサイトを開設、 末端消費者の直接の声を聞き出そうとしている。
それが次のステップに移行する機会でもあり、現状の仕組みや意識の新しい進化を生み
出す源になればと考えている。 













さらに、 大連商品を認知してもらい、 消費者の直接の嗜好調査を兼ねたレストラン 「和
























10  市場での成果の状況              （ 単 位 百万円） 
三島食品        2003 年     2004 年      2005 年 
売上高          12,315    12,205     12,480 
営業利益          392        449        433 
経常利益          350        480       489 

































よる安全 ・ 安心 ・ 安価な現地での製品供給を念頭に置いたグローバル経営の展開を目指している。    
また、そのグローバルな品質保証活動の一環として、社長自らが中国国内の原料供給先企業（四
川省の山奥、広東省、等に所在）にも赴き、社内での活動の一貫性を担保している。 
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ケース７  そーせい（株） 
 
１  会社概要 
（１）本社所在地  東京都 










（４）事業概要   
医薬品開発 
２  会社経営の成長経過 
1990 年  バイオ医薬品の研究開発と技術移転事業を目的として、   東京都文京区に株式会社そー
せいを設立  
1999 年  ドラッグ・リプロファイリング・プラットフォーム®（ＤＲＰ®  ） 
         プロジェクトを開始   
2000 年  研究開発に関する助言機関として社内に科学諮問委員会を英国に設置  
2002 年  英国ロンドンにオフィスを開設   
2003 年  イーピーエス株式会社と、臨床試験についての業務提携および資本提携に関する契約
を締結  
2004 年  7 月    東京証券取引所 MOTHERS に上場  
2005 年  3 月    伊藤忠商事株式会社と資本・業務提携   
      6 月    「委員会等設置会社」へ移行   
      8 月  S o s e i   R & D L t d . （  旧アラキス・リミテッド、英国）の株式取得（子会社化）   












４  組織設計の状況 
  機能別本部組織 
  2006 年 10 月に新設分割の方法により持株会社体制へ移行。 
  日本の子会社である㈱そーせいでは、 代表取締役社長の下に、 製造販売管理 ・ 信頼性保証本部、
開発本部、事業開発本部、セールス＆マーケッティング本部、管理本部の４本部と開発品品質信
頼性保証部を設置して事業運営している。 
５  コーポレートガバナンス 
  2005 年６月、商法上の委員会等設置会社への移行。 
  2006 年 10 月、持株会社体制へ移行。 
持株会社の取締役会は 4 名の内、3 名が社外取締役で構成 
６  経営方式上の特色 
社長は、 元米国ジェネンティック日本法人の社長で、 現在、 ロンドン駐在員事務所に在住して、
欧米の大学、企業の研究、製薬ビジネスの動向を見守り、営業活動に従事している。また、マネ
ジメントチームは、製薬事業関連でグローバルな実績を誇る日、米、欧の多士済済の人材で構成
されている。 そのグローバル経営に向けての展開は、 2002 年英国にロンドンオフィス開設、 2004
年米国に子会社設立、2005 年中国に研究開発型バイオベンチャー設立（  他の日本ベンチャー
との合弁  ）と、最近急拡大を見せている。 






７  ユニークな事業内容 
製品開発型バイオ医薬品企業として、 医薬品開発を主力事業としており、 真に有用な医薬品を








    自社開発・販売を目的とした他社よりの製品導入。 
    インライセンスは、 上市製品及び後期開発段階にある医薬候補化合物を対象としており、 低
リスク/低・中リターンの開発品をパイプラインに供給する。 
（2）プロダクト・ディスカバリー 
    既存の「DRP®」 「NME 研究開発」および「アラキス・アプローチ」を融合し、当社独自
のプロダクト・ディスカバリーとして新生の「DRP®（ドラッグ・リプロファイリング・プ










８  独特なイノベーションチェーン 
通常の新薬開発プロセスに着目して、 最先端の科学技術を取り込んだ医薬品を一日も早く開発
するため、自社の研究企画、開発、生産、販売部門は、以下のように様々な提携関係を構築する
ことにより、 自前主義でない仮想で独自のイノベーションチェーン、 即ち、 研究から開発、 生産、
販売までの独自の仕組みを構築、また、準備している。 
①前臨床試験：  自社の業務企画管理による前臨床試験会社への委託 
②臨床試験：  自社の業務企画管理による臨床試験会社への委託 
③当局への承認申請と承認：  自社の開発部門 
④生産：  委託生産   
⑤販売：  特定商品における共同販売、自社販売（予定） 




2006 年 3 月末の公表された損益計算書では、営業損失 4,406 百万円、当期純損失 4,175 百万
円となっている。2006 年 3 月末の株主資本は 24,475 百万円、株主資本比率 96,7%。 
2006 年 12  月 5 日の株式時価総額 24,071 百万円。   89
10  組織能力 
  本企業では、 1995 年以降、 社長がロンドンに駐在し、 英国での業務執行に従事してきている。 
2005 年の Sosei R&DLtd.社の買収以降は、日本と英国子会社とで、基礎研究、各種試験、等の
業務について、各機能ごとに同期した事業運営を実施してきている。連絡会議も定期的、事業の
進展の節目毎、個別の小さな打ち合わせの各レベルで行われている。 
  日英間で、 事業分野毎の補完関係を業務ルーティーンとしてうまく運営管理しており、 組織的
イノベーション能力が高いと言える。 
11  総合評価 












①  インライセンス（低リスク・低中リターンの開発品） 
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ケース 8  ローツｴ㈱のケース 
 
 
１  会社概要 
社名：  ローツェ株式会社  （英文社名：RORZE CORPORATION） 
代表取締役社長：  崎谷文雄 
従業員数：  連結 756 人、単体 197 人（2006 年 2 月末現在） 
本社所在地：  広島県福山市神辺町字道上１５８８番地の２   
設立年月日： 1985 年 3 月 30 日  
ＪＡＳＤＡＱ上場： （旧店頭） 1997 年 12 月 24 日  
資本金： 982 百万円（2006 年 2 月末現在）  
売上高： （2006 年 2 月期） 7,032 百万円（単体）    9,795 百万円（連結）  決算期 2月末日  
本社組織：  機能別組織  海外事業本部が海外業務の実務を担当 
工場：本社工場  九州工場（熊本県合志市） 、  ＦＡセンター：  神奈川ＦＡセンター（神奈川県
海老名市） 、京都ＦＡセンター（京都市伏見区） 
２  事業概要 
(1)ウエハ搬送機   
①主要製品 
ⅰ    大気用ウエハ搬送機、真空用ウエハ搬送機、カセット搬送機、ウエハソータ 
ⅱ  半導体製造工場のクリーンな自動化のための搬送ロボット、装置     
②売上規模 
2006 年 2 月期の売上は 68 億円。連結売上高に占める割合は 69.5%。    
③拠点 
研究開発は本社、生産拠点は本社・九州工場・ベトナムの RORZE ROBOTECH INC.   
(2)ガラス基板搬送機   
①主要製品 
ⅰ  大気用ガラス基板搬送機、真空用ガラス基板搬送機 
ⅱ  液晶パネル製造工場のクリーンな自動化のための搬送ロボット、装置     
②売上規模 
2006 年 2 月期の売上は 16 億円。連結売上高に占める割合は 17.3%。    
③拠点 
研究開発は本社・韓国の RORZE SYSTEMS CORPORATION、 
生産拠点は本社・九州工場・ベトナムの RORZE ROBOTECH INC.・韓国の RORZE 
SYSTEMS CORPORATION   
(3)制御機器     91
①主要製品   
ⅰ  ステッピングモータ用ドライバ、コントローラ 
ⅱ  コンパクトで高機能なドライバ、 装置を自律分散制御する位置決めコントローラ、 発振器内
蔵ドライバなど、他社にない独自の製品    
②売上規模:   
2006 年 2 月期の売上は 2 億円。連結売上高に占める割合は 2.7%。    
③拠点 
研究開発は本社、生産拠点は本社とベトナムの RORZE ROBOTECH INC. 
３  企業理念（社長の考え） 
  ローツェ株式会社は「他社が販売している同等品は製品にしない。従来よりすぐれた製品、す
なわち世界的にニュースとなる製品のみを商品化しよう」を合言葉に 1985 年に設立された。 
  1985 年 12 月、ローツェは自動化システムに対する考え方を発表するとともに、超小型のス
テッピングモータドライバならびにコントローラ等を発表した。 
  1987 年に当社製品を使用した無人化システムおよびそのシステムの応用製品として、半導体




  そして、さらに優れた製品開発を進めていくための人材の育成に力を惜しまない。 













５  福利厚生の方針  
（１）知的財産報奨制度  
特許など知的財産を出願した時は発明者に報奨金が支給される。 さらに、 権利を実施する









６  連結海外子会社の状況（6 カ国 7 社） 
（１）ベトナム  
RORZE ROBOTECH INC.（当社出資比率：100%）  
  社長：日本人 
所在地：  ベトナム  ハイフォン市 
事業内容：  モータ制御機器、半導体製造装置用ロボットの製造、 
ロボット用機械部品加工及び輸出 
主業務：  ベトナムで製造の製品、部品をグループ各社に販売 
（２）米国   
RORZE AUTOMATION, INC.（当社出資比率：100%）  
社長：米国人 
所在地：  米国  カリフォルニア州  ミルピタス市 
事業内容：  米国市場における自動化システムの開発、製造、販売及びメンテナンス  
主業務：本社の製品・部品を購入し、米国・ドイツのユーザーへ販売・保守 
（３）台湾   
RORZE TECHNOLOGY, INC.（当社出資比率：98.5%）  
  社長：日本人 
所在地：  台湾  新竹市 
事業内容：  台湾市場における自動化システムの開発、製造、販売及びメンテナンス  
主業務：本社の製品・部品を購入し、台湾のユーザーへ販売・保守 
（４）  韓国 
RORZE SYSTEMS CORPORATION（当社出資比率：49.4%）  
社長：韓国人 
  所在地：  韓国  京畿道龍仁市 
      事業内容：  韓国市場における自動化システムの開発、製造、販売及びメンテナンス 
主業務：本社の製品・部品を購入し、韓国のユーザーへ販売・保守 
       ガ ラ ス 基 板 搬送機については韓国で開発、生産し、韓国のユーザーに販売           
（５）  シンガポール   93
RORZE TECHNOLOGY SINGAPORE  PTE.LTD. （当社出資比率：98.5%） 
  社長：日本人 
所在地：シンガポールアルジュニードロード  
事業内容：シンガポール、 その周辺諸国市場での自動化システムのメンテナンス及び販売  
主業務：シンガポール等のユーザーの製品の販売・保守   
RORZE  INTERNATIONAL PTE.LTD. （当社出資比率：100.0%） 
  社長：日本人 
所在地：  シンガポール  シェントンウェイ  
事業内容：電子機器及び半導体装置の部品販売  
主業務：  部品、資材を調達し、グループ会社へ部品、資材の販売      
（６）中国 
RORZE TECHNOLOGY CONSULTANTS (SIP)CO.,LTD. （当社出資比率：98.5%） 
社長：日本人 
所在地：  中国  蘇州市  
事業内容：  中国市場における自動化システムのメンテナンス及び販売 
主業務：  中国のユーザーへの製品の販売・保守 
７  企業成長の経過 
昭和 60 年３月   広島県福山市明神町 152 番地にローツェ株式会社(資本金 10,000 千円)を設立
し、モータ制御機器の開発を開始。 
昭和 60 年６月   本社及び本社工場を広島県深安郡神辺町字西中条 1118 番地の１に移転。 
昭和 60 年９月   ステッピングモータドライバの製造・販売を開始。 
昭和 61 年５月   超小型コントローラの製造・販売を開始。 
昭和 61 年 12 月  クリーンロボットの製造・販売を開始。 
平成４年 11 月   ダブルアームクリーンロボットの製造・販売を開始。 
平成５年 12 月   大型ガラス基板クリーン搬送ロボットの製造・販売を開始。 
平成７年 10 年  液晶ガラス基板搬送ロボット・装置製造用工場を広島県深安郡神辺町道上に新
築。 
平成８年２月   ベトナムを中心にグループ会社への資材調達のため、子会社 RORZE 
INTERNATIONAL PTE.LTD.をシンガポールに設立。  
平成８年３月   台湾市場向け製品の製造、販売、サービスのため、関連会社 RORZE 
TECHNOLOGY,INC.を台湾の新竹科学工業園区に設立。 
平成８年 ９月   本社を広島県深安郡神辺町道上に移転統合し、 旧本社の名称を中条工場に変更。  
平成８年 10 月   モータ制御機器、 半導体製造装置用ロボットの組立、 ロボット用機械部品加工
及び輸出を目的として、子会社 RORZE ROBOTECH INC.をベトナムのハイフォン
市に設立。  
平成８年 11 月   米国市場向け製品の製造、 販売、 サービスのため、 子会社 RORZE  AUTOMATION,INC.  94
を米国のカリフォルニア州ミルピタス市に設立。 
平成９年 ４月   関連会社 RORZE TECHNOLOGY,INC.を子会社化。  
平成９年 11 月   韓国市場向け製品の製造、販売、サービスのため、子会社 RORZE SYSTEMS 
CORPORATION を韓国の京畿道水原市に設立。  
平成９年 12 月   株式を日本証券業協会に店頭銘柄として登録。  
平成10年９月   子会社RORZE  SYSTEMS  CORPORATIONが韓国の京畿道龍仁市に工場取得し、 移転。 
平成 11 年 12 月  多軸同期補間制御が可能なコントローラ「ＲＣ-４００シリーズ」を発表。  
平成 12 年７月   300 ㎜ウエハ対応キャリアストックステーションを開発。  
平成 14 年６月   地元企業２社とともに、ベトナムに板金、塗装、製缶、銘板、その他切削加
工等を行う目的で VINA-BINGO CO.,LTD.を設立し、関連会社となる。  
平成 15 年６月  シンガポール及びその周辺諸国のユーザーに対する製品の保守、販売のため
RORZE TECHNOLOGY SINGAPORE PTE.LTD.をシンガポールに設立。  
平成 15 年 11 月  子会社 RORZE SYSTEMS CORPORATION が韓国店頭株式市場(KOSDAQ)に上場。  
平成 16 年５月   中国市場における製品の保守・販売のため、中国の蘇州に RORZE TECHNOLOGY 
CONSULTANTS(SIP)CO.,LTD.を設立。  
平成 16 年７月   300 ㎜ウエハ搬送用真空ロボット「武蔵シリーズ」を発表。  
平成 16 年 12 月  株式会社ジャスダック証券取引所に株式を上場。  
平成 17 年６月   バイオ関連事業への事業展開をはかるためアイエス・テクノロジー・ジャパン
株式会社の株式を取得し、関連会社となる。  
平成17年７月   子会社RORZE  SYSTEMS  CORPORATIONが韓国京畿道龍仁市に新工場を完成、 移転。  
平成 17 年７月   正方形搬送チャンバを発表。  
平成 18 年１月   子会社 RORZE SYSTEMS CORPORATION が液晶関連事業での多角化を目的として
S&J INTERNATIONAL（韓国）の株式を取得。 












た、製薬メーカーにスクリーニングのための搬送システムを納入。 「ラボオートメーション  95
事業」への展開をはかる。 
９  事業フレーム  （  シリコンウエハの自動搬送ロボットのケース  ） 
（１）市場・顧客の範囲 
  グローバルな半導体デバイス、製造装置メーカー 




  この要求機能を実現するにあたり、 自社開発のコントロールシステム・機器と駆動部分を合体
して、スリム化・コンパクト化・高メンテナンス性を実現した。 
（４） 製品差別化 
  上記（２）の提供機能により、製品差別化を実現。 
（５） 市場供給ルート 
  顧客からの受注に応じ、グループ企業で連携して、直接にユーザー企業へ販売する。 
10  経営システムの基本 
（１） イノベーティブな発想 
  顧客の近くで、顧客に合わせて機械設計、電気設計、ソフト開発を実施。 
  万が一の故障発生時は修理と共に、 根本原因まで設計者レベルで追求し、 再発防止及び次期開
発製品の性能向上に貢献。今以上に顧客満足を獲得。 
（２） 開発 
  世の中にない画期的な製品で、新たな世界標準を作る。 
（３） 製造 
  新製品、特殊品の製作とベトナムでの量産手法の開発 
11  グローバル経営に向けての道筋 
（１）概観 
  グローバルに広がる海外顧客に高度な技術を必要とする半導体製造装置、 液晶製造装置を供給
するにあたり、①顧客の近くで要望を最大限取り入れて、製品開発、②高性能で安価な製品を供
給、③質の高いメンテンスを実現する。 




①  グローバル経営の構図 
ⅰ  ベトナム子会社で製造した量産型の制御機器、一部の装置、ロボットを日本と、韓国、台湾 
    米国の開発生産販売子会社に輸出する。 
ⅱ  日本から韓国、 台湾、 米国子会社に製品製造に必要なロボット、 機器、 システムを輸出する。   96
ⅲ  日本、 これら子会社では、 対面する顧客のニーズに応じた製品の開発受注を行い、 販売する。 
ⅳ  韓国子会社は、大型顧客との間で液晶ガラス基板の処理装置の共同開発を行っている。 
ⅴ  本社と代理店との間で、制御機器に関するグローバルな販売契約を結んでいる。 






ⅰ  韓国子会社の開発能力の増大に応じ、 韓国で液晶ガラス基板処理用に製品開発したものをグ
ローバル商品として展開するなど、親子の関係は兄弟の関係にシフトする。 
ⅱ  中国子会社の位置付けを開発生産販売会社へ格上げさせたい。 
ⅲ  欧州の需要の高まりに応じ、欧州子会社の設立を検討する。 













②  海外子会社 
本社の研究開発方針に基づき、これをグローバルに発展させ、台湾・韓国・米国各社の担当
する半導体及び液晶の市場においてユーザーの問題点を解決する各社独自の製品開発に注力。  
③  １7 会計年度の状況 




対応した 300 ㎜用ウエハ搬送装置の開発等、新製品の開発に注力。 
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13  ダイナミックな競争力の確保 
（１） コア技術、コア・コンピタンス 
  根幹の自動化システム、制御機器の技術をベースに、①クリーン化技術、②高精度化技術、③ 







ンをグローバル展開していく。 国内では、 主に広島大学と産学連携による研究開発を行っている。  
自社の製品は、 顧客のプロセスイノベーションを実現するための機器であり、 自社のプロダク





で運用し、他方、ロボット組立てでは、セル生産方式で、一人で 1 台を組み立てている。  
③  国内の受注の生産では、顧客のニーズに合った新規品・短納期品の組立に注力している。  







14  最近のグローバル市場での経営上の成果状況 
（１）連結決算の最近３ヵ年の推移 
回 次             第 1 9 期        第 2 0 期      第 2 1 期    
決算年月        平 成 1 6 年 ２ 月    平 成 1 7 年 ２ 月    平 成 1 8 年２月  
売上高 (千円)          7,318,566       10,963,108     9,795,735  
経常損益 (千円)          414,147     1,679,692     902,976  
当期純損益 (千円)         398,941     829,554       591,919 
売上高経常利益率(％)        5.7             15.3          9.2 
売上高純利益率(％)          5.4              7.6          6.0 
   98
（２）最近３ヵ年の海外市場別の売上比率 
(単位：％) 
        日 本   韓 国   台 湾   米 国   ドイツ   その他 
2004 年 2 月期    48      22      13      12      3     2  
2005 年 2 月期    44      31       8      12      4          1 





























  具体的には、 国内の顧客に加え、 グローバルに広がる海外顧客に高度な技術を必要とする半導
体製造装置、液晶製造装置を供給するにあたり、①顧客の近くでその要望を最大限取り入れて、  99
製品開発、②高性能で安価な製品を供給、③質の高いメンテンスを実現する。 
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ケース 9  スターウエイ㈱ 
 
 
１  会社概要 
（１）概要 
会社名 スターウェイ株式会社（Starway Co.,Ltd.）  
社長  竹本  直文 
本社所在地 
  〒105-0013 東京都港区浜松町 1-18-13 高桑ビル ７階 
設立  1999 年 12 月 24 日 
資本金  3 億 5030 万円  社員数  13 人   
主要事業内容  
①   環境デリバリーパックの開発・販売  
②  省ゴミ梱包形態（イースターパック）の設計開発・販売 
③  リユース・リサイクル防湿袋（pack-ITR）の開発・販売 
④  環境対応物流（ESP-take1）システムの開発運営  
⑤  IC 運搬用トレイのリユース・サイクル業務  
（２）経営理念  
  当社は資材のリユース ・ リサイクルを始めとする 環境改善の手法を提供し、  それに関わる国、
地方団体、 企業との協力をもって限りある資源の有効利用と 地球環境への貢献 とビジネスの融







ド株式会社、 株式会社ダックス、 東芝テック株式会社、 ダイヤモンドレンタルシステム株式会社、
グローバル ソリューション サービス株式会社、 株式会社ミスターコンセント、 株式会社  テル
ム、パーツコンポーネントシステム株式会社、大日本インキ化学工業株式会社、西武運輸株式会
社、株式会社日立物流、株式会社近鉄エクスプレス、株式会社日立ケーイーシステムズ、共信テ
クノソニック株式会社、日精株式会社、ユニデン株式会社、日本 IBM、Lenovo ジャパン 
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２  企業成長の経過 
  1999 年 12 月  会社設立 
  2000 年 4 月  「イースターパック」の商標登録出願 
     7 月  ベ ン チ ャ ーキャピタルからの出資を受ける。 
     1 2 月  第 3 者 割当増資の実行 
  2002 年 3 月  環境デリバリーパックの修理サービス契約を大手機械メーカーとの間で締結し
サービス供給開始。 
2003年  ３月  りそな中小企業財団の新技術大賞の優良賞を受賞。 
2004 年  11 月  かながわビジネスオーディション  優秀賞受賞 
2005 年  7 月  中小企業創造活動促進法に基づき事業計画が認定を受ける。 
9 月    新連携支援の事業認定を受ける。 
2006 年  4 月  1 億 2,000 万円増資 
    6 月  ス タ ー ウ エ イチャイナ㈱設立 
会社の中国名：斯達威（北京）貿易有限責任公司 
３  主たるビジネスモデルの態様と進化の方向 
  今回の新連携に関連する主なサービス製品の内容とビジネスモデル進化の状況を確認しよう。  
（１）イースターパック 
①  商品概要 
イースターパック R は,特殊ウレタンフィルムのクッションで、製品の両側から挟みこんで宙吊
り状態に固定させる構造で、短時間で梱包作業ができる梱包箱で、100 回以上リユース可能。 
②  主たる効果 
ⅰ梱包作業工程の削減 
  製品をイースターパック R のフィルムで挟み込むだけですから、短時間で梱包できる。 
ⅱ梱包資材費用の削減  
使い捨てのワンウェイの梱包箱に比べ、 百回以上のリユースが可能で、 １回当たりの梱包材料費







リーパック R を使うと、当社がイースターパック R の在庫管理をするので、顧客は、購入、在庫
管理が不要。 
（２）環境デリバリーパック 
①  サービス概要   102
  環境デリバリーパック R は、梱包作業時間が短く、リユース・リサイクル可能な梱包箱（イー
スターパック）を通い箱として使用し、運送、梱包作業、管理、環境データ提供を総合的に提供
するサービス。 
②  修理メンテナンスのケース 
ユーザが、修理メンテナンス会社に修理依頼をすると、修理メンテナンス会社が当社に引取・梱
包依頼をし、 当社がユーザに伺い修理依頼品をイースターパック R で梱包し、 修理メンテナンス
会社に運送。修理完了後、イースターパック R で梱包し、ユーザに届け、その際に、開梱して修
理品をユーザに渡し、イースターパック R の空箱を回収。 
③  大量生産品の搬送のケース 
生産工場で、 製品をイースターパック R で梱包し、 顧客企業に運送。 イースターパックを回収し、
リユースする。 
④  サービス内容 
イースターパック R を使用して、梱包、運送、空き箱回収の運送に関わる一連の作業をワンスト
ップで提供。  
ⅰ  基本サービス 
梱包資材（イースターパック R)、回収・配送伝票処理、梱包作業、回収作業、全国運送、資材
管理・保管、資材回収、フローの構築、クレーム対応（輸送に関わる） 、環境コンサルタント 
ⅱ  付加サービス 
代引きサービス、環境対応物流システムからの環境データの提供、時間帯指定(365 日対応)  
⑤  主たる効果 
ⅰイースターパックの効果 













数量管理        ：数量のみで管理 
ロット管理      ：ロットごとにロット番号のついたバーコードラベルを貼付けして管理、   103
シリアル番号管理：通い箱にシリアル番号のついたバーコードラベルを貼付して、 ひとつ一つの
通い箱の個体管理 
パレット管理    ：パレット上に通い箱を載せてパレット番号をつけ、パレット単位で管理 
４  新連携の概要 











①  コア企業：スターウェイ㈱  サービスの開発、運用、販売 
・環境対応サービスの設計、開発 
・環境コンサルティング、フロー構築 
②  連携中小企業：㈱エターナルサイエンス  システム開発 
・システム開発、保守 
③  連携大企業：北越パッケージ㈱  梱包材の製造、管理、出荷 
環境対応梱包資材の製造、品質検査、管理、出荷 
④  経営支援 
法律事務所、国際特許事務所、金融機関、Ａ大学 
⑤  技術支援 
製紙会社、システム開発会社 
⑥  販売連携 












事業化・市場化補助金   
政府系金融機関の低利融資（商工中金） 
（７）成果 
  ①  今回の新連携の事業体により、 新サービス供給に必要な各機能を全体最適的に統合開発出
来、新事業の事業化が加速された。 
  ②  今回の連携協議の中で、 関係企業との間で、 中国での低コストでのイースターパック組立
と中国での本企業の事業の現地展開を行う企業としてのスターウエイチャイナ㈱の設立
が合意され、この 6 月に会社設立された。 
（８）新連携の効果 
  新事業のアナウンスメント効果は高く、増資、低利融資が楽に行えるようになった。 
5  ビジネスモデル革新の内容   

















環境対応物流システムを構築し、特許化して、サービス展開してきている。     
（３）開発、開業、事業化の方向 





②  新サービスに対応するサービス供給システムの内容 
提供する環境対応循環型通い箱（イースターパック）を利用した環境ビジネスの企画・運用・
構築までをサポート。修理品の修理受付から返却までの所在/状態管理と、それを梱包する通い
箱（イースターバック）の流通監視に RFID を使用し、修理情報/通い箱使用履歴情報を Web にて
統合管理するシステム。 
ⅰ  RFID（読み書き可能）を利用した修理品および通い箱の物流管理の実現 
      現場主体に作業進行可能 （オフラインによるバッチ処理をサポート） オフライン時の重複
更新防止機能 
ⅱ  修理品の追跡管理の実現 
      トレーサビリティ画面により、修理品が持つ作業履歴が確認可能 
ⅲ  通い箱の流通監視とメンテナンスのための使用履歴管理の実現 
       通い箱詳細画面により、通い箱の所在､状態および使用履歴が確認可能 
ⅳ  顧客を含めた修理関連情報共有化の実現 
       Web 接続機能付携帯や PC で修理状況の確認可能 
       コールセンタにおける顧客（納期）問合せ対応業務の手間とコストを大幅に低減 
       修理受付情報の事前入手により、修理業者の納期短縮が可能 
ⅴ  環境負荷の低減 
       リユース可能な通い箱の利用で従来の梱包材を大幅に低減 
       環境報告書基礎データが作成可能  
③  サービスパッケージの内容 




ⅱ  価格 
修理ベンダーや家電量販店との間の契約により、 彼らから修理品の回収とお届け 1 件当たり
いくらという対価を得、また、配送業者に対し、この物流費を 1 件当たりいくらという対価
を支払い、その差額が本企業の利益となる。 
ⅲ  納期 
    メーカー等とは、1 年超の長期計画を結び、メーカー等はスターウエイ（代理の運送業者）
に対し、ジャストインタイムでパックを届けることになっている。 
④  サービス供給システム・組織 
ⅰ  顧客接点のプロセスと業務チェーンの簡素化・全体最適化 













これら会社、個人ユーザー、本企業の WIN-WIN 関係が成立している。 
















企業に転換して、これをリユースしている。   
（４）市場での売上げの計上 
  今回の新事業のサービスの売上を 2 社で 18 年度内に４億円程度を見込んでいる。 
（５）市場・顧客の態様・競争環境・市場価格の状況と対応の方向   
  現在は大企業を中心に営業活動を行っているが、今後は中小企業にも営業展開する予定。 
  現状独占状態で、早い産業化を目指している。       
（６）産業化の方向     107
①  組織能力の形成 
これまでは竹本社長の能力・経歴からくる文理融合の事業構築・事業展開能力に依存してきて
いるが、事業展開上のオペレーション能力、新事業展開能力を社内で共有していく必要がある。  




ⅱ  対象製品を家電製品以外に精密機器、医療機器、食料品、等に拡大する。 
６  サービスモデル革新の成功要因 
これまでのところでの成功要因は以下の通りであろう。 
（１） 環境保全、修理・メンテナンス、物流は永遠の課題であること。 
（２） 先端の IT 技術を使って企業の壁を越えての全体最適な環境物流システムが構築でき、 
環境上のメリットに加え、ユーザー企業、個人消費者、本企業間の WIN-WIN 関係が出来
たこと。 
（３）  出資、融資、新連携支援等、関係者のタイムリーな支援が得られたこと。 











    消費者は、要修理品を自宅で待って提出し、自宅で修理後品が受領可能となる、また、 
修理の状況等に関する情報がすぐに得られるメリットがある。 
（４）社会、環境に与える効果 
    本サービスにより、 緩衝材が不要であることによる環境負荷の低減、 梱包材の再利用による 
省資源、廃棄物削減の効果がある。各家庭での包装、梱包材・緩衝材処分も不要となる。   
8  総合評価 
本企業は、1999 年設立で、家電等の修理品を対象に、環境負荷を低減させた物流革新システ
ム・モデルを創造し事業化したベンチャー企業である。 
当初の着想は、 自分が外資系半導体メーカーの営業でソニーの工場での LSI 輸送容器の廃棄の
状況を見て、資源の有効利用の観点からもったいないと思い、IC トレイのリユースモデルを着  108
想し、事業化した。その後、ビジネスモデルの水平展開の必要が生じ、環境対応型の梱包システ
ム、同物流システム、等の開発に着手した。 
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ケース 10  キュービーネット㈱ 
 
１  会社概要 
（１）概要 
①  社名  キュービーネット株式会社 
②  代表者    代表取締役社長  岩井  一隆 
③  本社所在地   東京都中央区銀座二丁目 8 番 15 号 銀座通り共同ビル 8 階  
③  設  立   平成 7 年 12 月 20 日   創  業   平成 8 年 11 月 1 日  
④  資本金   235,600,000 円     従業員数   36 名（平成 18 年 6 月末現在）  
⑤  事業内容    
・ヘアカット専門店「ＱＢハウス」の直営店（142 店）事業 
・FC 加盟店（152 店）やビジネスパートナー店（58 店）への設備リース事業 
・ノウハウ提供による FC 加盟店からのロイヤルティ事業 
・FC 加盟店への消耗品等の物販事業  
（２） 経営理念 
「時間産業のパイオニア」として人々に「時間」の価値をリーズナブルに提供する企業となる 
（３）  社是 
   時 間 を 意識し、無駄を排除する者だけに利益がある。 
   常 に 変 わり続けること。 
   誰 も 追 いつけないコスト意識が、成功につながる。 
（４）  経営組織 
  本社          機能別組織  （  営業本部、管理本部、CS 本部  ） 
グループ企業 
    ㈱キューアンドビー  （平成 14 年設立） 
   所 在 地   東京都中央区銀座三丁目 13 番 5 号 
   事 業 内 容  
        QB ハウス設備のリース、レンタル事業 
        QB ハウス独立希望者への融資事業 
  QB  NET  INTERNATIONAL  PTE．LTD（平成 14 年設立） 
所在地    32 Maxwell Road,White House #03-03A, Singapore 069115 
   事 業 内 容   QB ハウス事業の海外展開 
（５）  企業成長の経過 
平成7年 12月  キュービーネット株式会社を東京都千代田区永田町二丁目17番5号に設立。   
平成 8 年  9月  本社を東京都中央区銀座二丁目 14 番 12 号に移転。 また、 ＱＢハウス研修セ
ンターを開設。各種器具・材料及び技術実験を開始。   110
「ＱＢハウス」の名称を決定。  
          11 月  ＱＢハウス第 1 号店「神田美土代店」をオープン。  
平成 9 年  4月  F C第 1 号店「水道橋店」がオープン。  
平成 10 年 1月  中国地方に初進出となる、 「岡山桑田町店（現、倉敷店） 」をオープン。  
           3月  九州地方に初進出となる、 「大分駅前店」をオープン。  
           4 月  近畿地方へ初進出となる、 「南海堺駅店」 ・ 「近鉄難波店」をオープン。 
                  あわせて、大阪事務所を開設。  
           7月  東日本キヨスク株式会社と契約、神田駅に FC 店をオープン。  
平成 11 年 2 月  1998 年度ニュービジネス大賞および 1998 年度 ASIAN INNOVATION 
AWARDS 受賞。  
           5 月  モービル（トレーラーハウス）タイプの初出店となる、 「モービル中野店」
をオープン。  
平成 12 年 2月    東北地方へ初進出となる、 「青森みどり店」をオープン。  
           3 月      第 50 号店となる「蒲田東口パート店」をオープン。 
続いて、初の改札内店舗となる「西武池袋駅店」をオープン。  
           4月  本社を東京都中央区銀座三丁目 14 番 1 号に移転。  
平成 13 年 1 月  第 2 次店舗管理システムを導入。  
           9 月  第 100 号店となる「金町駅前店」をオープン。  
平成 14 年 3月  従来型の理容店との併設型 （ハイブリッド型） 店舗 「溜池山王店」 オープン。  
            4月  本社を東京都中央区銀座二丁目 8 番 15 号（現在所在地）に移転。 
                  初の海外店舗となる「日立タワー店」をシンガポールにてオープン。  
            6月  高速道路サービスエリア内への初出店となる、 「海老名サービスエリア店 
をオープン。  
平成 15 年 4月  北海道初進出となる、 「札幌駅北口駅前」 「函館駅前」 「キャポ大谷地」の 3
店舗を同時オープン。  
           9 月  環境にやさしい新素材のくし（可燃ごみとして廃棄可能）を導入。  
          12 月  マレーシア初出店となる「IKEA 店」をオープン。  
平成 16 年 2月  初の改札内外から入店が可能な「小田急中央林間駅店」をオープン。  
平成 17 年 2月  第 3 次店舗管理システムの導入。 
       香 港 初 出 店 となる「ヨーマテイ店」をオープン。 
6 月  第 300 号店となる「Do！栄店」をオープン。 
    タイ初出店となる「タニヤ店」をオープン。 
       12 月  新業態女性向けブランド「Ｑｕａｔｒｅ  Ｂｅａｕｔｅ（キャトルボー
テ） 」を開業 
    平成 18 年  1 月  ビジネスパートナー店舗が 50 店舗突破した。  
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２  サービスモデルの内容 
（１） 時間産業への可能性 
  小西会長のﾒｯｾｰｼﾞとして、以下の見解が表明されている。 
「私どもが、ＱＢハウスであつかっているのは「時間」です。技術革新と経済の発展により、す
べてを手に入れることができた現代人。しかし、時間だけは、ますます手に入れにくくなってい






これに要する時間は 10 分で、代金は 1000 円（税金込み）にて提供している。 
②  サービスの内容 
    ヘアカットとエアーウオッシャー （吸引力で髪を吸い取る機械） のサービスで、 シャンプー、
ブロー、パーマ、カラーリング、シェービングをサービスから除外。 
    すぐ伸びる髪に対し伸びた分だけカットして髪型を極端に変えることなくスタイルを維持
するカットスタイルを提案。 
③  10 分、1000 円で出来る理由 
    洗練された技術スタッフ、 スタッフの動きをサポートするシステムユニット、 オリジナルな 
    エアーウオッシャー機器、お客様の協力による。 
④  衛生面へのこだわり 
    1 回しか使わない櫛（使用後お客様に無料で贈与） 、衛生的なユニフォーム、1 回使用のネッ
クペーパー 
（３） 新サービス形態の追求 




 平 成 17年2月の第3次店舗管理システムの導入以降、 このタイプの機器を導入しており、 
現在、100 店舗に導入済みである。 
②  女性向けの新業態店舗「Ｑｕａｔｒｅ  Ｂｅａｕｔｅ（キャトルボーテ） 」の開設 
    東京メトロ表参道駅構内のスペースに女性の美を追求するための 20 分、2000 円（税込
み）で予約無し、洗練された技術で、ヘアカット及びスタイリングを提供するモデルを提
示している。  首都圏で今後年 2－3 店舗ずつ開業を計画している。 
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３  サービスモデル革新の内容   
  開業時点に遡り、 企業独自の取組によるサービスモデル革新の内容を以下の諸点を確認しなが
ら記述する。 
（１）新しいサービス事業のアイデアの着想 
  当初、本ビジネスを開業しようとした際の問題意識、着想のポイントは以下の通り。 
①お客さんが不満を持っていることはすべて解決する。 
    髭剃りもシャンプーも家でできるからカットだけしてくれればいい。 
    カットだけにすることで半日仕事だった散髪を短時間（１０分）に。 
    自分の荷物は目の前のキャビネット内に入れることで店員に預けなくて済むから安心。 




④私たちは、 「家業」を「企業」にしようとしており、 「企業」ならば 365 日オープンできる。 
  サービス業として定休日などの設定は供給側のエゴである。 
⑤どこでも同じ技術・サービスで、この店に入ればまず間違いないという店にしたい。 
（２）サービス戦略の形成、開発、開業の方向 
  本企業は、平成 5－7 年位で当初の事業化戦略を構築したが、会社設立と同時にフランチャイ
ズ展開戦略を実施しようと準備しており、新店舗での業務サービス設計を作っていた。即ち、提
供するサービスパッケージの内容、特に時間、価格、品質、マーケティング戦略は出来ていた。    
  一般的なフランチャイズチェーンの発展モデルのフェーズ１の 「フランチャイズ店舗の業態
開発・設計」 の内の 「事業の差別化等、 事業モデルの確立」 、 「店舗概要の整備」 が完了していた。 
平成 7－8 年になって、 フェーズ１の残りとフェーズ２の 「本部機構の構築」 とフェーズ３の 「加
盟店のオーナー開発」を同時に開始しようとした。 
  ただ、フランチャイズオーナーの理解を得る事が難しく、直営店を 3 店出店した後、平成 9
年 4 月にオーナー店 1 号店の出店が実現した。平成 10 年位から、本格的に加盟店の拡大に向け
ての出店計画策定、事業開発が機能し始めている。 
（３）フランチャイズ事業（事業の産業化）の概要 





している。この内、オーナーの負担は、加盟保証金 200 万円、登録料、初期店舗工事費 500
万円程度がかかり、セットの機器・ソフトはリース契約となっている。ロイヤリティーは売
上の 10%としている。   113
  ②  フランチャイズパッケージの内容 




  ③  現在の地域展開方式 
  ⅰ  地 域   全 国 の 7 大都市地域を念頭に置いている。 
    ⅱ  相手方  創業当初は個人のオーナーを募っていたが、 最近では法人又はＱＢハウスで働
くスタッフが独立する制度を活用したビジネスパートナーに限っている。 法人
としては、鉄道事業のサービス企業、大規模小売店舗企業、等としている。 
    ⅲ  進出場所  鉄道施設内、大規模小売店舗内が多い。 
④  管理システム 
    ⅰｺﾝﾋﾟｭｰﾀシステム 
   毎 日 ベ ースで売上情報を時間別、性別、年齢別に把握している。 
      月次ベースで一括入金している店舗売上金からロイヤリティー等を差し引いた資金が計
上精算される。 
  ⅱ 資 材 サ ポ ー ト  
   ほ と ん どの資材を本部が大量仕入れベースで各店舗に供給している。 
  ⑤  業務マニュアルを配布して、研修を行っている。 
⑥  連携する業務ルーティーン 
    各店舗間でカットの技術レベル、接客術の高位の同質化を目指している。 
    間接業務は可能な限り省略化し、本部のシステム活用で対応する。 
⑦  チェーン展開の状況 
   こ れ ま でのチェーン展開の状況を以下に示す。 
チェーン展開の状況（  期末店舗数と来客者の推移  ） 
                              単位：千人、店舗 
      9 年  1 0 年  1 1 年  1 2 年  1 3 年  1 4 年  1 5 年  1 6 年  1 7 年  1 8 年 （各年 6 月末）  
  来客者数   57    277  684    1398  2337   3522  4979   6492  8034  9527 
  店舗数      4     16   36      57    91    137   182    229   291  335 
（４） 事業の東アジア展開の状況 
①  シンガポールの海外統括会社が 100%子会社で香港に QB 香港を設立するとともにタイで
現地資本との合弁で QB タイランドを設立して事業運営している。タイではライセンス
供与の形になっており、ライセンスフィーが海外統括会社に入る仕組みとなっている。  
②  国別に見ると、シンガポールでは直営店が 12 店舗で 10 シンガポール$（700－750 円）
で提供し、香港では香港子会社の直営店が 9 店舗で 50 香港$（750 円）で提供し、タイ
では合弁企業の店舗が 5 店舗で 100 バーツ（300 円）で提供しており、各国において需  114
要を確保でき各々の事業はそれぞれ収益を上げている。 
③  海外事業全体の収益状況は、 初期投資の累損が残っているが、 単月では黒字化している。  




４  サービスモデル革新の成功要因 
（１） 時間ビジネスの価値を見出し、新サービスとして価値創造につなげた。 








る WIN-WIN な関係を構築しえた。 
５  サービスモデル革新の効果 
（１）  既存のサービスとの対比での供給体制側の効果 
１店舗一人当たりの生産性が向上し、多数の顧客をカットするためその技術が向上。  
待ち時間についても QB シグナルという混雑状態を示すアラームシステムを導入。 
（２）  需要創造 
    顧客の中の本サービスに対する潜在需要を発掘・確保し、結果既存需要からの乗換
えも行われている可能性が高い。 
（３）  需要家に与える効果 
10 分で適正なサービスが受けられるという時間節約効果がある。 
（４）    社会に与える効果 
    本 ビ ジネスの定着後、 マッサージ、 駐車場等の分単位の時間サービスの業態が増加し、
それをリードしたと考えられる。 






るための補助器具の開発、徹底した IT による業務、経理サポートを実施。   115














  また、その東アジア展開についても、シンガポールの海外統括会社が 100%子会社で香港に QB
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ケース 11  ㈱オーテック 
 
１  会社概要 
（１）会社設立        1995 年 11 月 22 日  
（２）社長 
   呉 宮  仁 鎬    
     -  大阪工業大学  客員講師 
     - 阪南大学  客員講師 
     -  AOTS（財団法人  海外技術者研修協会）  非常勤講師 









２  サービス内容 
（１）工業デザイン研究開発  














④  工業デザイン設計開発拠点    117
大阪 R&D センター（本社） 、横浜 R&D センター、深セン R&D センター、無錫 R&D センタ
ー、無錫デザインセンター  
⑤  デザイン設計設備  
3D CG: - 3DS MAX - Rhinoceros 
3D CAD: - CADCEUS -Pro/ENGINEER -Solidworks -thinkdesign   
3D CAM: - CAM TOOLS C3 - NASCA  ワイヤー CAM  
（２）高速設計・開発・試作・製造サービス 
①  高速デザイン設計 
②  高速金型・試作製造（カセットモールドシステム） 
光造形工法、金属造形工法、切削加工法 
③  ホットメルトモールディングシステム 
④  拠点 
  大阪 R&D センター（本社） 、横浜 R&D センター、深セン R&D センター、無錫 R&D センター  
（３）高速ネットワーク製造サービス 




ら対応。Face To Face のリアルな活動でニーズにあった調達コーディネートサービスを提供。
調達場所も世界中に広がる工場ネットワークの活用で広範囲に対応、 国内での打ち合わせ、 現地
での立ち上げコーディネートが可能。    
②  OEM ODM GMS(EMS)   







製品、携帯電話、自動車用部品（外装・内装・機構） 、チャイルドシート  他  
③  拠点 
大阪トレードセンター（本社） 、横浜トレードセンター、ソウルトレードセンター、深セント
レードセンター、無錫トレードセンター   
（４）工業界デジタルソリューション 
①  工業界電子商取引 
ⅰ  もの作り情報プラットフォーム B２B サイト   118
ⅱ  工業生産財の E－コマース 
②  工業界 IT ソリューション 
ⅰ  デジタル・エンジニアリング・ソリューション 
ⅱ  デジタル・マーケティング・ソリューション 
③  拠点 
大阪、横浜、深セン、ソウルのデジタルセンター  
３  会社経営の成長経過 
（  黎明期  ） 
＜能動的な技術提案活動、コンカレントエンジニアリングの取り組み  ＞  
1995.11    株式会社オーテック  設立  
1997. 6    （財）大阪府研究開発型企業振興財団  認定受賞  [フロートセンサー]    
（  早創期  ） 
＜  インターネットを使い工場ネットワークを構築  、市場に近い地域でのマーケティング、サ
プライヤーリサーチ活動をアジアを中心に展開  ＞ 
2000. 1    NOKIA（フィンランド）指定工場認証取得   
2000. 7    グローバル工業界 B2B サイト開設        
2001. 2    韓国オーテック株式会社  設立  
2001.12    香港奥泰克有限公司  設立  深セン代表所開設 
（  転換期  ） 
＜  インターネット上での商取引事例蓄積、 工場ネットワーク、 インターネットを活用し世界中
のマーケットブランドメーカーへの技術提案活動の拡充、試作・工業設計段階からの技術提案・
製品提案を開始  ＞  
2002. 9    日経インターネットアワード 2002    ビジネス部門インターネット協会賞受賞       
2003. 3    DELL（米）指定工場認証取得  
（  昇雲期  ） 
＜  プロダクトデザイン段階からの提案活動を開始  ＞    
2004. 4    工業生産財の E－コマース開設   
2004. 5    横浜支社  設立  
2004. 7    無錫奥泰克工業設計有限公司  設立  
     概 念設計からの製造開発機能を保有 
2005. 1    全グループ拠点に R&D センターを開設 
2005. 4    深セン奥泰克ネットワークテクノロジー有限公司設立 
４  成長戦略 
（１） 1995 年のベンチャー企業の設立以来、 同社は試行錯誤を重ねながら先端的なディジタル・
インターネット技術を武器に、次々と自己変革を遂げてきている。 
（２） 部品供給企業として、 能動的な技術提案活動、 コンカレントエンジニアリングに取り組み、  119
インターネットを使い工場ネットワークを構築  、市場に近い地域でのマーケティング、










  顧客への ODM 提案の実現によるサービス価値の実現 
（３）構造・形態 
  自社内でのコンカレントエンジニアリングと世界の関連企業での生産と配送 
（４）製品差別化 




６  組織設計の状況 
（１）本社、支店 
①  本社組織 
  サービス企業特有のネットワーク連携型組織 
  トレーダー部門、ディジタル部門、デザイン部門、マスプロダクション部門に大別される。 
  顧客に提案する、また、受注するトレーダー部門と機能別の組織であるディジタル部門、デザ
イン部門、マスプロダクション部門が連携して活動し、成果を上げる仕組みである。 
②  横浜支社     
③  名古屋トレードセンター   
④  IT ソリューションセンター ( 大阪市 )  
（２）海外拠点 
①  香港奥泰克有限公司   
②  深セン奥泰克有限公司      
③  無錫奥泰克工業設計有限公司   
④  ㈱韓国オーテック  
⑤  連絡事務所  
    ∇台湾[台北]   ∇ USA[ロサンジェルス] ∇ ド イ ツ [ハノーバー]     120
７  組織能力 













  本企業のこのようなサービスオペレーションの仕組みと運用実態を見ると、 サービスモデルに
おける企業グループとしての高い組織能力を保持している事例と言えよう。 



















的製品供給能力を形成し、 これらをベースに物作り ・ 製品供給面での優位性を形成して来ている。    121
（２）サービスモデル革新の方向 




９  新連携プロジェクト 
  上記の本企業のサービスモデルの内の金型 ・ 試作サービスの高度化に向けたプロジェクトとし
て、17 年度より、下記テーマと内容で、事業がスタートしている。 











  ①  コア企業    ㈱オーテック 
 ②  連 携 企 業  
    部 品 加 工     (有)KS 技 研          高精度な金型部品加工メーカー 
粉末造形・ソフト  ㈱OPM ラボラトリー      金属造形での金型部品加工メーカー 
③  加工技能の指導   
大阪大学                    光造形工法の研究開発の指導 
（３）連携の特徴 








  大手メーカーの試作開発 
ロボット産業やセキュリティー機器産業における多品種小ロット生産の商品   122
デザイン分野における商品試作 








11  市場での成果の状況 
売上高  13 億 7300 万円  （2005 年 6 月期）   
最近では売上高よりは利益成長を重視してきている。   
12  人材育成 
先端的なグローバルなもの作りサービスソリューション提案企業になるためには、 人材育成と
して、次の 3 方向を目指している。希望者を業界研修に参加させている。 
①  ウルトラトレーダー   
グローバル展開するブランド企業の QCDE 要求を上回る提案の出来るトレーダーの育成 
②  ウルトラデザイナー   
  顧客ニーズ、マーケッティングのわかる統合型のデザイナーの育成   
③  ウルトラバイヤー 
  アジア大に展開する生産企業への QCDE 要求と交渉力のあるバイヤーの育成 
13  総合評価 

























  また、生産機能の側面で見ると、中国等の工場単位でのコスト上の優位性に加え、QCDE 面
での指導、 連携により、 自社のサービス供給能力の形成と連携した企業グループとしてバーチャ
ルな組織的製品供給能力を形成し、これらをベースに製品供給上の優位性を形成している。 
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ケース 12  三技協㈱ 
 
１  会社概要 
（１）本社所在地 
    神 奈 川県横浜市 







The Optimization Company  を目指し企業価値の向上を図る 
（企業使命） 
企業の社会責任を果たす； 
     ・ 社員の雇用を促進・維持し人権を保障する 
     ・ 顧客に優れたサービス・製品と安全を提供する 
     ・ 株主に成長と利益、ガバナンスとコンプライアンスを誓う 
     ・ 社会との協調と貢献、福祉活動、好感度の向上に努める 
     ・ 国家に納税し法令を遵守する 
     ・ 地球の環境保全と保護活動に参加する 
（４） 事業目的、主要事業 
 ①  事 業 目 的  
   衛 星 、 無線、情報通信分野における独立系専門サービス企業 
   顧 客 企 業に対し、技術サービスや業務効率化ツールの提供を通じて、お客様の製品,サー 
   ビ ス の ＱＣＤの改善に寄与する。 
②  主要事業 
    外国企業のマーケット参入支援 
  開 発 ・ 製 造 請 負  
    オプティマイゼーションコンサルティング 
    業務サイバーマニュアル販売 
    ユビキタスＩＴ環境設計･構築 
    ＩＰネットワーク設計･構築 
    センサーネットワーク設計・構築 
    モバイルネットワーク最適化作業   125
    ネットワークシステム構築請負 
（５） 主要顧客 
    ソニーとそのグループ企業、ＮＥＣとそのグループ企業、ＫＤＤＩ，ＶＯＤＡフォン、国、
地方自治体、等 
２  会社経営の成長経過 
1965 年  三和電気技術協力株式会社  創立（三和電気興業株式会社より分離）資本金 200 万円  
1985 年  資本金 1 億 8000 万円に増資  三技協に社名変更  株式会社埼玉三技協設立  
1987 年  横浜本社完成  営業開始  福島三技協設立   
1989 年  資本金 2 億円に増資  
1991 年  埼玉工場完成  操業開始  関西支店開設  営業開始  
1996 年  株式会社三技協メディアシステムズ設立  
1997 年  生産本部 ISO9002 認証取得  
1998 年  システム本部 ISO9002 認証取得  資本金 2 億 6300 万円に増資   
1999 年  一般第二種電気通信事業者登録  
2000 年  資本金 2 億 9660 万円に増資  
2001 年 ISO9001：2000 年版  認証取得  
2002 年  株式会社三技協ファシリティマネジメント設立  
現在に至る。 
３  成長戦略 
（１）仙石社長は、 （株）ソニー、ソニーコーポレーション・オブ・アメリカなどを経て、 （株）











４  事業フレーム（  主製品  ） 
（１）市場の範囲（国内、グローバル） 、顧客の属性 
    国 内 からグローバルまで 
（２）サービスの機能 










    通 常 、通信事業者、製造企業への直納   
５  組織設計の状況 
（１） 本社の組織設計 
   多 事 業 本 部 制  
   オ プ テ ィマイゼーション戦略本部、営業開発本部、第 1 及び第２モバイル営業本部、ブ 
   ロ ー ド バンド営業本部、ＩＴシステム営業本部、管理本部、等 
（２） 子会社等 
   国 内 の 関 連 4 子会社、中国上海の中国子会社 
   国 内 各 地域にある支店等 
   英 国 支 店、ＵＳＡ事務所、ベトナム事務所 
















７  サービス経営   127








８  グローバル経営に向けて 







９  サービスモデル革新 

















10  知識経営 
















11  組織能力と人材育成   








12  市場での成果の状況 
  サービス提供企業の性格から売上のサイクリカルな変動は避けがたい状況にある。 






13  総合評価 
  本企業は、現仙石社長が、1990 年 4 月、ソニーから父の創業した（株）三技協に転じて、そ
の後の 15 年で大きな経営改革を実施して、企業成長を遂げた事例である。 
  具体的には、ソニー時代に学びとった aggressive な経営戦略を導入し、それまではマイクロ  129
波・衛星通信にかかわる各種設備の施工や現地調整を主な業務とする工事サービス企業を、 成長
戦略的な視点から順次、IT、  移動体通信、等の要素事業を立ち上げて、現在の通信機器の検査












  本企業独自のサイバーマニュアルにより、 ①経営者の理念、 経営戦略の見える化と②経営者と
社員間で経営の仕組情報の共有がなされ、経営者と社員間での全体最適な組織経営が実現して、
サービス供給上の優位性を構築しており、また、本企業の組織能力は、組織的管理運営能力、組
織的サービス供給能力、 組織的サービスイノベーション能力面で見て十分高いものと判断される。  
  その高度な能力を形成、持続させるため、社員の人材育成にも力を入れている。 
  市場での経営上の成果の状況を見ると、 サービス提供企業の性格から顧客事業者の事業サイク
ルに依存する面が大きいため、売上のサイクリカルな変動は避けがたい状況にある。 
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16  確認結果のまとめ 
（１）今回の研究のねらい 




理上の必要な条件等を明らかにして、 以下の 2 つの研究上の全体フレームを構築するとともに、
東アジア経営・グローバル経営に向けてのレベルと道筋の分類の考え方を構築した。 
ⅰ  製品供給企業のフレームワーク 
ⅱ  サービス供給企業のフレームワーク 
ⅲ  東アジア・グローバル経営に向けてのレベルと道筋 





①  妥当性の確認 
これらの全体フレームワーク等の妥当性は、物とサービスに分けて、上記の 12 の先進事例の
ケースで概ね確認された。 








A  ケースの機能別モデルによる分類 
①  対人、施設提供サービス 





  対 人 サ ー ビ ス  
キュービーネット㈱のケース（No9  ）  （高速ヘアカットチェーン）   131





スターウエイ㈱のケース（No8）    （環境配慮型 IT 利用物流サービス） 
物作り支援サービス 
オーテック㈱のケース（No10）      （デジタルデザイン・プロダクション） 
通信・IT エンジニアリングサービス 
  三技協㈱のケース（No11）      （ 通 信 ・ IT エンジニアリングサービス） 




    この全体フレームワークは、ケース No9 のキュービーネットのケースで、その妥当性を確
認している。 （この他に、機構でのシード研究による先進事例での確認で、このフレームワ
ークの妥当性を確認した。 ） 
























①  今回の研究の意味 
今回の研究では、物とサービスに分けて、これらの東アジア・グローバルな市場をにらんだベ
ンチャー・中小企業の新しい企業成長に関する全体フレームワークを構築した。 
これを自国に加え、 東アジア ・ グローバルな市場をフィールドとしてイノベーションを実現し、
東アジア・グローバル経営を実践又は志向している先進的な物の 8 件、サービスの 4 件の先進
的なベンチャー・中小企業の事例で、概念化された分析の方法、全体の新しい企業行動、企業成
長モデルの妥当性が概ね確認された。 
②  仮説設定の方向 
今後、以上の成果をベースに、物とサービス別に、イノベーションによる新しい企業行動・
成長のモデルのコアの要素に関する以下の仮説を共通に設定し、検証する。 
ⅰ  物 









―  自社内での開発・生産連携 
  （顧客志向のスピーディーで、顧客満足度の高い差別化された開発・生産に不可欠で 
その全体最適化） 





ⅱ  サービス 
A 仮 説  
「日本のベンチャー・中小企業がサービスのイノベーションのフィールドを国内に加え、 東アジ  133
ア・グローバルに拡大してこれを実現させる」 のは、 サービスの全体フレームワークにおける 「主
体内の各部門と関係する主体（国内と海外）との間で、提供機能形成のための業務チェーン上の
全体最適な仕組みの構築・運用による」のではないか。 
B 検 証  
特定の中小企業、ベンチャー企業を選んで、上記の仮説を以下のように検証する 
主な検証項目 
  全体最適な仕組みの所在領域と果たす機能 
  ―  自社内での開発と供給の連携、供給システム内での構成機能部門間の連携 
   （ 顧 客 志向のスピーディーで、顧客満足度の高い差別化されたサービスの開発・
供給に不可欠で、その全体最適化） 
  ―  他の組織との研究連携、開発連携、供給連携 
   （ 他 組 織の知識、技術、能力が、新サービスの構成要素で不可欠、また、効率的
な供給・販売に不可欠で、その全体最適化） 
  競争企業との関係 
市場での経営上の成果 
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１8  提言（案） 
  今回の全体フレームワーク構築及び 12 業種にわたる多様な企業のケース策定プロセスにおい
て得られた知見に基づいて以下の提言を行う。 
（１）  企業成長と経営選択、全体最適な仕組構築 




て、 各機能のチェーンについて従来以上にオープンな経営選択をする必要が高まってきている。  

























①  中小企業 








①  最近の動き 
  今後日本として、 少子高齢化の進展による人口減少、 業種に応じた国内市場の飽和等を考慮す























②  今後の対応の方向 
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20 参 考 図 表        
（１） 製品供給企業の全体フレームワーク概念図 
（  基本構造  ） 
  本フレームワークは、ベンチャー企業又は中小企業の新事業（部）形成のプロセスを、 










製品供給企業の全体フレームワーク                     
（  基本戦略  ）                          外部事業環境の変化等に対応した 
①ベンチャー企業の新事業(新機能)の構想 
②中小企業の構造・環境変化に対応した新事業（新機能）の構想 
（  業 種 に よ る 差 異  ）              
  製品特性に応じて多様 
（  事業フレーム・モデルの形成  ） 
①市場・顧客の範囲  ②製品の機能  ③構造・形態  ④製品差別化  ⑤市場供給ルート、 
による事業フレーム・モデルを形成し、製品化、事業化を図る。 
（  組織設計・業務プロセス設計・組織能力設計  ） 
          ①組織設計  ②業務プロセス・機能チェーン設計  ③組織能力（業務ルーティーン）形成 
（  グローバルにダイナッミクな競争力の確保  ） 
目標                            グローバルにダイナミックな競争力の確保のため 
                 コ ア 技 術 、 コ ア コ ン ピ タ ン ス を 形 成 し て 、  
                          グローバルな「製品供給とイノベーション上の優位性」を形成 
マネジメントの方向    このため、 ２つの機能チェーンの形成と効果的、 効率的マネジメントにより、 
全体最適な仕組み構築    顧客志向の全体最適な仕組み形成、最適化した業務ルーティーンを形成 
経営選択        （機能チェーン内の各要素を国内又はグローバル、 自社内か外部委託かの経営選択）  
区分                            ②供給チェーン    ←    ①イノベーションチェーン 
対 象 品                既 存 品            新 製 品  
                  量 産 化            事 業 化  
                                （設計情報所与）           （設計情報新規開発）   139
実現させる商品特性          高品質、低コスト、短納期         差別化、多様性 
仕組みの期間概念             短期の生産・販売フロー      中長期の新知識・情報の創造 
とその製品化・販売   
               





（  成果の追求  ） 
                              グローバルな市場で成果を挙げ、中堅企業等への企業成長・発展 
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（２）  サービス供給企業の全体フレームワーク（概念図） 
 





ⅲ  顧客は、既存サービスに対する不満を持ち、これへの需要減、ひいては市場での経営上 
の成果の悪化が見られる。 
ⅳ  この認識ギャップ、需給ギャップが、イノベーターのサービスモデル改革の機会。 






    以下の事業化段階から産業化（量産化に対応）段階に向けての進化対応が必要。 
＜  事業化  ＞ 
（  着想  ） 
顧客の不満・課題解決に向け、新サービスコンセプト・新提供機能等を着想 
（  新モデル形成  ） 
サービス戦略・新サービスモデルを形成 







計（通常部分最適）と必要な以下の各種課題へのマネジメント対応   
（  IT の進歩を反映した機器、ソフトウエアの活用  ）   
   ①  マ ーケティングマネジメント 
②  新規顧客、既存顧客の確保 
③  サービス品質向上のための品質マネジメント 
④  サービスの生産性向上のためのサービスの需給・価格マネジメント 
⑤  コスト、 資金の視点から見たサービス供給組織全体の業務の効率的なマネジメント   141
（３）これにより業種・機能別モデルに応じ、情報を共有し、顧客志向の差別化し、効率
的で全体最適な仕組み、 最適化した業務ルーティーン （組織能力） のあり方を設計。 
（４）以上により、サービス供給上の優位性を構築。 
（５）市場に向けて差別化した競争力のある新サービスパッケージを設計 




（  市場での成果  ） 
（１）顧客は、自らの不満・課題解決のため市場でそのサービス提案に対価を払い購入。  
（２）サービスが顧客満足、顧客ロイヤリティー獲得に成功して、経営上の成果を確保。  
＜  産業化  ＞ 
（  産業化に向けて  ） 
企業の経営理念、新サービスの社会での必要性、意義を明確化して、以下の対応 




（  組織経営改革と人材育成  ） 
以上の動きに対応した組織経営の改革と持続的な能力構築と人材育成 
（  企業成長  ） 
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（３）国内のイノベーションチェーン、供給チェーンの概念図 
            
           
                連 携 企 業  
 
イノベーション  大学等―研究―技術開発―製品コンセプトー製品設計―試作―プロセス設計 
  チェーン（新製品）       
                   部 品 企 業 ― 部 品調達・新製品  ―新生産ライン・新製品  ―出荷―流通―マーケティングー販売―    自国市場 
  供給チェーン（既存品）             部品企業―部品調達・既存品  ―量産ライン  ・既存品  ―出荷―流通―マーケティングー販売―                      
 国 境        ― ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 
                                                                         輸出―      域内市場 
                                                                         グ ローバル市場 
 
 
出所：  筆者作成。 





④  全く新しい製品体系の商品以外では、部品調達、生産、販売、等のチェーンででは、部品、ライン等を共用する場合が多い。 




                 連 携 企 業  
 
イノベーション      大学等―研究―技術開発―製品コンセプトー製品設計―試作―プロセス設計 
  チェーン 
             内 外 生 産 計 画―国内部品企業―新製品部品調達  ――  新製品の生産ライン―出荷―流通―マーケティングー販売―自国市場 
                                                                      輸 出    
 国 境        ― ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 
  イノベーション                                                                  
チ ェ ー ン       大 学等―研究所                                                         
             （ 米 、 英 、 仏、中国、等）                                                
  供給チェーン                         現 地 国 内 部品企業―  既存品部品調達  ―――  既存品の生産ライン  ―  域内販売                      
（ 東 ア ジ ア ）                       地 域 内 部 品企業                                      地 域 統 括 会 社 （ 世 界 各 地 域 ）  
                                                                         各 国販売会社 
サービスセンター                
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従業員の 
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（６）  サービス供給企業の全体フレーム（  概念図  ） 
①    状況設定   
 
ⅰ  最近の需給面、 経済のグローバル化の動向、 規制緩和、 等の環境変化に応じて、 顧客のサービス需要に対する価値観、 
ニーズ、解決すべき課題の内容、その選考基準、等が変化。 
 
ⅱ  供給者側において、その業種実態に応じ、従来型の価値観、供給姿勢のままで、供給システムの硬直化が見られ、 
供給者サイドの多くでこの認識ギャップが発生。 
 
ⅲ  顧客は、既存サービスに対する不満を持ち、これへの需要減、ひいては市場での経営上の成果の悪化が見られる。 
 
ⅳ  この認識ギャップ、需給ギャップが、イノベーターのサービスモデル革新の機会。 
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イノベーターによるサービスモデル革新のケース                  
 
                          
 
  着想    新モデル形成     開                             発     開    業      市場での成果      顧客不満 
                     （  モ  デ  ル  の  革  新  ）      （マーケティング革新）     
 
 







                 
          ( 源  泉   )                  
 
1  組織能力形成          組織経営  →  組織的サービス供給能力の向上、組織的サービスイノベーション能力構築 
2  供給の空間的広がり    国内特定地域  →  国内広域ネットワーク化  →  グローバル展開  （経営方式のイノベーション：事業展開方式の創造） 
3  サービス内容          現状のサービス内容  →  サービスのバージョンアップ（改善）  →  （関連分野へのサービスの拡大、新サービスの検討） 








































































































   147
  （７）東アジア経営、グローバル経営に向けてのレベルと道筋 
                                                                   ⅶバーチャルな本社の設置と運営               
                                                    ⅵ 各国に分散配置される 
                                                     本部機能の統合管理 
ⅴグローバル展開する複数の 
  子会社の機能の統合 
ⅳ本国からの「製品供給上の 
優位性」の修正移転と管理運営 
            ⅲ パ ー ト ナ ー 構築と連携 
ⅱイノベーション 
（新製品開発提案、等）   
  ⅰマーケティング 
  （ブランド管理、等） 
  ――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――ーー 
  レベル  １       レ ベ ル  ２        レベル  ３         レベル  ４         レベル５         レベル６ 
－１本社からの輸出    ＋本社と現地合弁企業    ＋海外生産の新規立ち上げ    ＋多様な機能を持つ複数子会社  ＋本社機能の本社子会間    ＋本国を離れたバーチャルな本社 
－２本社と現地販売会社             の 戦略的活用          で の分担と統合         によるグローバル統合経営 
出所：  筆者作成。 
（注） ：①  これは、アジア経営、グローバル経営に向けてのレベルの向上にとって必要な本社と子会社間で連携して保持すべき組織能力を概念化したものである。 
  通常、レベルの向上に応じ、ⅰからⅶまでの項目の能力が追加的に獲得される必要がある。 
②  一気にレベルアップするためには、必要な組織設計と組織能力の構築が不可欠。 
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（８）ベンチャー・中小企業の東アジア・グローバル経営の最近の特徴 
 





1  国際経営（二国間） 
①  物の既存品の輸出、現地生産(量産化)から第三国への輸出・日
本への輸出（生産工程間分業） 
②  サービス（ソフト・コンテンツ開発）の日本との生産工程間 
分業 
1  東アジア経営・グローバル経営 
①  物の既存品の東アジア内各国での現地生産(量産化)、東アジ
ア地域内での販売、その他地域への輸出(サンライズ工業) 
②  物の新製品、既存品のグローバル最適な開発、生産、販売 
    (ローツエ) 








2  物の既存品の量産化のフィールドを海外に求める 
1  物のプロダクト(新製品)イノベーションのフィールドが東ア
ジア地域内、グローバルに拡大  （  受注形態  ）   





1  日本企業、 又は外国企業が国内でサービスイノベーションを実
現し、新サービスを供給する。 
（  マクドナルド、回転すし、等） 
1  主に東アジア地域内各国にサービスイノベーションを移転し、
新サービスを供給。 




1  経営の国際化   
日本人による現地経営 
1  経営の東アジア化、グローバル化 
①  現地経営人材の東アジア最適、グローバル最適化 
②  日本での各国グループ企業トップ会議の定期的開催 
    （  サンライズ工業、ローツエ  ）   149



















































































１  米国、英国、フランスの販売子会社、現地ディーラーのニーズ提供から出発 
して、長野での新製品開発と事業化、量産化、輸出、現地販売によるグロー 
バルなプロダクトイノベーションの実現 
２  国内での事業化、量産製造、製品輸出後、現地化した製品販売とアフター 
サービスの体制となっている。 
















３  米国でのうどん店の経営、米国向け製品の委託生産・販売。 
大連工場では日本の生産管理システムを導入して、中国食材で現地生産
し、低コスト製品を日本へ輸出している。 
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１  国内では、衛星、モバイル、IT の単体のサービスから、ニーズに対応
した顧客のビジネス、業務、作業の視点で、これらを最適化した新サー
ビスを創造。 








                  